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第１章 川崎市バス事業経営戦略プログラムについて

市バス事業においては、全国の乗合バス事業と同様に、交通手段の多様化をはじめ、景気低迷の
影響や週休２日制の普及による通勤利用者の減少、少子化による通学利用者の減少などにより、バ
スの乗車人員が減少し、厳しい経営環境が続いてきました。

このため、川崎市バス（以下「市バス」という。）では、数次にわたる経営健全化計画を策定
し、営業所の管理委託の拡大などによる経営改善に取り組むとともに、路線の新設・見直しや、バ
ス停留所施設の整備等の快適なバス待ち空間の提供などによるお客様サービスの向上に取り組んで
きました。

平成２６（２０１４）年度から平成３０（２０１８）年度を計画期間とする「川崎市バス事業経
営プログラム」の終了に伴い、今後想定される、市内人口の増加、高齢化率の上昇、まちづくりの
進展や運転手・整備員の不足、営業所施設の老朽化など、事業を取り巻く環境の変化を踏まえ、市
バス輸送サービスを持続的に提供し、市民やお客様の大切な交通手段を確保するため、「川崎市バ
ス事業経営戦略プログラム」を令和元（２０１９）年３月に策定しました。

 川崎市バス事業経営戦略プログラムでは、市バス輸送サービスを持続的に提供し、市民やお客様
の大切な交通手段を確保するため、「安全な輸送サービス」、「快適で利用しやすいサービス」、
「社会的要請への対応」及び「経営基盤」の４つを計画の基本方向とし、市バスサービスの充実に
向けて「安全な輸送サービスの確保」、「快適で利用しやすいサービスの提供」、「社会的要請に
対応した事業の推進」を行うとともに、その市バスサービスを持続的に提供するため「経営基盤の
強化」を目標に掲げ、その実現に向けて取組を推進するとしています。

これまで、川崎市バス事業経営戦略プログラムに基づき、市バスサービスの充実とそれを持続的
に提供するため、前期３年間の取組を推進してきました。後期４年間の計画においては、前期３年
間の取組や新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、具体的な取組を明らかにした上で、持続可
能な経営基盤を確立し公営バスとしての役割を果たしていくため、着実に取組を推進していきま
す。

１ 計画の背景・内容

2



第１章 川崎市バス事業経営戦略プログラムについて

川崎市バス事業経営戦略プログラムの期間は、川崎市総合計画（以下「総合計画」という。）実
施計画の期間と整合を図るため、令和元（２０１９）年度から令和７（２０２５）年度までの７年
間としており、総合計画第２期実施計画期間中である令和元（２０１９）年度から令和３（２０２
１）年度までの３年間を前期、総合計画第３期実施計画期間中である令和４（２０２２）年度から
令和７（２０２５）年度までの４年間を後期としています。

川崎市バス事業経営戦略プログラムの後期４年間の具体的な計画（以下「後期計画」という。）
については、市バスを取り巻く環境の変化や前期３年間の取組状況等を踏まえるとともに、総合計
画第３期実施計画の策定に合わせて令和３（２０２１）年度に計画の見直しを行い、策定していま
す。

Ｈ28 

（2016）

Ｈ29 

（2017）

Ｈ30 

（2018）

Ｒ1

（2019）

Ｒ2

（2020）

Ｒ3

（2021）

Ｒ4

（2022）

Ｒ5

（2023）

Ｒ6

（2024）

Ｒ7

（2025）

川崎市

総合計画

交通局

経営計画

基本計画（Ｈ28 年度  概 10 年）

第１期実施計画 
(H28 H29）

第２期実施計画 
(H30 R3）

第３期実施計画 
(R4 R7）

経営プログラム

（H26 H30）

経営戦略     （Ｒ1 Ｒ7）

前期３年間 後期４年間（後期計画）

計画期間

２ 計画期間
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第１章 川崎市バス事業経営戦略プログラムについて

川崎市バス事業経営戦略プログラムは、総合計画に位置付けられた政策や施策を効率的・効果的
に推進するため、事業目標や取組内容を、総合計画よりも詳細に定める分野別計画として位置付け
ています。そのため、後期計画については、総合計画第３期実施計画における市バスの取組を詳細
に定める実行計画として策定します。

 また、川崎市総合都市交通計画、川崎市地域公共交通計画や関連する行政計画など、他の分野別
計画等とも連携することにより、総合計画と理念を共有し、基本構想で掲げる、めざす都市像の実
現に向けて一体的な施策・事業の推進を図ります。

 さらに、中長期的な視野に基づく計画的な経営に取り組み、徹底した効率化、経営健全化を行う
必要があることから、中期的な経営の基本計画である「経営戦略」の策定について総務省から要請
されています。この「経営戦略」については、後期計画に内包する形で位置付けます。

効果的 効率的 推進

川崎市総合計画（第３期実施計画）

施策4-7-4 市バスの輸送サービスの充実

基本政策４ 活力 魅力    力強 都市   

政策 4-７ 総合的な交通体系を構築する

後期計画（分野別計画）
※ 経営戦略  内包

連携
・総合都市交通計画

・地域公共交通計画 など

（分野別計画）

計画の位置付け

３ 計画の位置付け
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第２章 市バス事業の現状と課題等

新型コロナウイルス感染拡大の影響による乗車人員の大幅な減少や、令和元年東日本台風によ
り本市にも深刻な被害が出るなど、川崎市バス事業経営戦略プログラムを策定した当時は全く想
定できなかった事象が発生しました。このような大きな環境の変化がある中で、その変化に対し
的確に対応していく必要があります。

（１）新型コロナウイルス感染症の影響

令和元（２０１９）年度末から新型コロナウイルス感染症が世界的に流行し、我が国にお
いても、令和２（２０２０）年１月に最初の感染者が確認されて以降、新型コロナウイルス
の感染は全国的に拡大してきたところです。

これまで感染拡大防止の観点から、数度にわたり緊急事態宣言が発出され、不要不急の外
出自粛、イベントの自粛、飲食店等の時短営業といった人流を抑える方策が長期にわたり実
施されるなど、社会環境が一変するほど大きな影響を及ぼしてきました。

バス事業においても新型コロナウイルス感染症の影響は深刻で、全国の乗合バス事業者に
おける令和２（２０２０）年度の乗車人員は、約３１億人となっており、令和元（２０１
９）年度の約４３億人と比較し大きく減少しています。

１ 市バスを取り巻く環境の変化

全国の乗合バスの輸送人員の推移全国の乗合バスの輸送人員の推移
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第２章 市バス事業の現状と課題等

また、日常生活において感染防止対策に取り組む中で、オフィスへ出勤する従来型の方式
から、テレワークやサテライトオフィスの活用、ｗｅｂ会議の推進等、オフィスへ出勤をし
ない方式への転換が行われているほか、学生についてもＩＣＴの活用によるオンライン学
習・授業の取組が進められてきました。また、公共交通機関から自転車・徒歩への転換やネ
ットショッピングの増加等、人と接する機会が少なくなるように人々の行動様式が変容した
ことなどから、今後も、新型コロナウイルス感染拡大前の乗車人員への回復は難しいものと
想定されます。

訪日外国人旅行者数の推移
行動様式の変化

『地域別テレワーカー(雇用型)の推移』

『世帯当たりのネットショッピング利用の推移』
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第２章 市バス事業の現状と課題等

川崎市バス事業経営戦略プログラムを策定した平成３１（２０１９）年３月時点において
は、乗車人員は、臨海部における企業進出等に伴う輸送需要への対応や路線の新設、見直し等
の影響もあり、増加傾向で推移していました。

  しかしながら、全国の乗合バス事業者と同様に、市バスにおいても、新型コロナウイルス感
染症の影響を受け、令和２（２０２０）年度の乗合バス事業の乗車人員（料金箱に記録が残る
乗車券の人員）は、令和元年（２０１９）年度に比べ約２５％の減となっており、令和４年
（２０２２）年２月までで約２１％の減となっています。

市バスでは、このように利用者が減少した中にあっても、市民の移動手段を維持するため、
車内における運転手のマスク着用、車内換気、車内消毒の徹底、お客様へのマスク着用のお願
いなど、感染防止対策を実施した上で、市バス運行サービスを実施してきました。

  今後も、乗車人員の大幅な回復が見込めない厳しい経営環境ですが、地域の移動手段を確保
するという公営交通としての役割を十分に認識した上で、経営改善に取り組み、市バス運行サ
ービスを維持していく必要があります。

乗合バス事業の乗車人員の推移（月別）
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第２章 市バス事業の現状と課題等

（２）自然災害への対応

東日本大震災（平成２３（２０１１）年３月）以降も、平成２８（２０１６）年の熊本地
震、平成３０（２０１８）年の北海道胆振東部地震、令和３（２０２１）年の福島県沖地震と
いった大規模地震のほか、人的被害をもたらす地震が各地で発生しており、南海トラフ地震、
首都直下地震などは近い将来の発生の切迫性が国において指摘されているところです。

気候変動の影響を受け、ゲリラ豪雨や台風などによる自然災害が近年全国各地で頻発し、甚
大な被害をもたらしており、本市においても、令和元（２０１９）年１０月の令和元年東日本
台風においては、住宅等に多くの浸水被害が発生しました。

このように自然災害が頻発する中、本市では令和２（２０２０）年６月に「川崎市業務継続
計画（震災対策編）」を、新たに「川崎市業務継続計画（自然災害対策編）」として改定する
ことで取組を強化しており、市バスにおいても、危機管理マニュアルや業務継続計画に基づ
き、災害時における運行の確保に取り組んできたところです。

今後においても、自然災害が想定された場合における運行確保などの的確な対応のほか、東
日本大震災における終夜運行の実施や令和元年東日本台風の避難所輸送などの経験を踏まえた
市バスにおける災害時のより一層の対応が求められます。

■ 東日本大震災時の対応
●首都圏の鉄道がほぼ全線運休する中、市バス全営業所において終夜運行を実施 

   ●井田営業所では、徒歩帰宅者に対して営業所のバス車両を休憩所として提供 

  ●地震発生日以降、計画停電等により、川崎市内を運行する鉄道が一部運休する中、 

   市バスは終日通常ダイヤで運行 

■ 令和元年東日本台風時の対応
●市内各地に設置された避難所への緊急輸送を実施 

東日本大震災及び令和元年東日本台風時の対応
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第２章 市バス事業の現状と課題等

（３）脱炭素の取組

日本の平均気温は変動を繰り返しながら上昇し、１８９８年から２０２０年における上昇率
は１００年あたり１．２６℃となっており、豪雨の発生回数も増加傾向にあるなど、気候変動
は私たちの日常生活に大きな影響を与えています。

本市では、気候変動問題が喫緊の課題であり、取組を加速させることが極めて重要であると
し、令和２（２０２０）年１１月に脱炭素戦略「かわさきカーボンゼロチャレンジ２０５０」
を策定し、脱炭素の取組のスタート地点として先進的な取組などを示した上で、「２０５０年
のＣＯ２排出量実質１００％削減」の達成に向け取組を進めることとしています。また、脱炭
素社会の実現に向けた施策をより一層強化するため、「川崎市地球温暖化対策推進基本計画」
を改定（令和４（２０２２）年３月予定）し、「令和１２（２０３０）年の市役所の温室効果
ガス▲５０％削減（平成２５（２０１３）年度比）」の達成を目指すなど、「かわさきカーボ
ンゼロチャレンジ２０５０」で位置付けられた取組をさらに加速・強化するとしています。

市バスでは、これまで人と環境にやさしいバスを目指して、ハイブリッドバスをはじめＣＯ
２排出量の少ない車両を導入してきましたが、今後も２０５０年のＣＯ２排出実質ゼロを目指し
た「川崎市地球温暖化対策推進基本計画」等と連携した脱炭素の取組を進めていく必要があり
ます。

出典 「川崎市地球温暖化対策推進基本計画」

２０５０年の脱炭素社会のイメージ
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第２章 市バス事業の現状と課題等

（４）社会のデジタル化への対応

国においては、デジタル社会の形成が国際競争力の強化及び国民の利便性の向上に資すると
いう観点から、令和３（２０２１）年６月に「デジタル社会形成基本法」を制定し、デジタル
社会の形成に関する施策を重点的に推進することとされています。

本市においても、新型コロナウイルス感染拡大の影響により浮き彫りになった、行政システ
ムを含む社会全体のデジタル化への対応の遅れや、対面等を前提とする働き方の抜本的な見直
しの必要性などの課題に対応するため、「川崎市デジタル・トランスフォーメーション（Ｄ
Ｘ）推進プラン」を策定（令和４（２０２２）年３月予定）し、行政手続きのオンライン化な
どの取組を着実に推進するとしています。

市バスでは、これまで乗車券のＩＣ化に向けた取組を進めており、令和２（２０２０）年３
月には携帯端末で利用できるモバイルＰＡＳＭＯを導入し、ＩＣ乗車券のさらなる利用促進に
取り組んでいます。このように、現金支払からキャッシュレス支払への転換が進んでいます
が、社会動向等を注視しながら、引き続きデジタル技術を活用したキャッシュレス化への対応
などによるお客様への利便性向上を検討していく必要があります。

キャッシュレス決済比率
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第２章 市バス事業の現状と課題等

（５）その他の市バスを取り巻く環境

新型コロナウイルス感染症の影響など大きな環境の変化のほか、新たな将来人口推計に基づ
く本市の人口動態などの社会環境や営業所施設の老朽化などの事業環境の変化にも、引き続き
留意が必要です。

① 川崎市の人口動態

全国的に人口が減少に転じる中、本市は、活力ある都市として人口の増加が続き、平成
２９（２０１７）年４月には１５０万人を超え、令和３年（２０２１）年１２月時点では
さらに増加し１５３万人となっています。

  令和３（２０２１）年４月公表の「川崎市総合計画第３期実施計画の策定に向けた将来
人口推計」では、市の総人口は当面増加傾向にあり、前回推計よりも５年先である令和１
７（２０３５）年頃の約１６０．３万人をピークとして、その後減少過程へ移行し、生産
年齢人口（１５歳 ６４歳）も前回推計と同じ令和７（２０２５）年頃に１０５．８万人
をピークとして、その後減少過程に移行すると想定されています。

年少人口（０歳 １４歳）は、前回推計のピークである令和１２（２０３０）年頃が早
まり、令和２（２０２０）年頃の約１８．９万人をピークに、その後減少過程に移行する
と想定されています。

また、老年人口（６５歳以上）は、前回推計のピークである令和４２（２０６０）年頃
が早まったものの今後も増加を続け、令和７（２０２５）年頃には約３４．０万人とな
り、令和３２（２０５０）年頃には約４８．１万人となりピークになると想定されていま
す。
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第２章 市バス事業の現状と課題等

区別人口では、川崎区・幸区・麻生区は前回推計と変わらず、多摩区は前回推計よりも
１０年先である令和１２（２０３０）年頃をピークに、高津区は前回推計よりも５年先で
ある令和１７（２０３５）年頃をピークに、宮前区は前回推計よりも５年前倒しの令和１
２（２０３０）年頃をピークに、それぞれ減少過程に移行することが想定されています。
また、中原区については前回推計と変わらず、令和２２（２０４０）年頃をピークに減少
過程に移行することが想定されています。

将来人口推計

将来人口推計（区別）
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第２章 市バス事業の現状と課題等

後期計画期間においては、今回の推計においても総人口の増加が予測されており、特に
生産年齢人口（１５歳 ６４歳）の増加が想定されていることから、新型コロナウイルス
感染症の影響により乗車人員が減少したものの、引き続き通勤・通学などの市内の輸送需
要への的確な対応が求められています。

また、平均寿命の伸長により、引き続き老年人口（６５歳以上）は増加傾向にあり、本
計画の最終年度である令和７（２０２５）年には、人口の約２１％が６５歳以上となり
「超高齢社会」を迎えるなど、高齢者人口と高齢化率が増加・上昇傾向にあることが想定
されるため、高齢者の利用しやすいバス利用環境の整備や、さらなる安全対策の充実など
が求められています。
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第２章 市バス事業の現状と課題等

② まちづくりに合わせた公共交通の整備

本市では、「広域拠点」、「臨空・臨海都市拠点」の整備等により「魅力と活力にあふ
れた広域調和型まちづくり」の推進や、「地域生活拠点」等の整備をはじめとした「身近
な地域が連携した住みやすく暮らしやすいまちづくり」を推進するなど、「広域調和・地
域連携型」の都市構造を目指してまちづくりに取り組んでいます。

  市バスには、北部地域や臨海部における都市基盤整備の進捗に合わせた交通アクセスの
向上とともに、将来にわたって市民生活を支える公共交通の確保が求められています。

  また、「川崎市総合都市交通計画」や「川崎市地域公共交通計画」においては、駅など
へのアクセス向上は路線バスにより対応することなどを基本としており、市バスにおいて
も、身近な地域の交通を支える持続可能な公共交通ネットワークの形成を図るため、駅ア
クセスの向上や地域の特性・ニーズに応じた取組を進める必要があります。

  なお、「川崎市地域公共交通計画」では、長大路線における運行効率化や重複路線等に
おける運行調整による効率化により輸送力を確保するとともに、基盤整備や開発事業を踏ま
えた効率的・効果的な路線の新設・見直しを行うことなどが掲げられているため、その趣旨
を踏まえ、市バスネットワークの形成を図る必要があります。

  さらに、川崎臨海部の持続的な発展を支え価値を向上させる交通機能の強化を図るな
ど、「臨海部ビジョン」の実現に向けて「臨海部の交通機能強化に向けた実施方針（令和
３（２０２１）年３月策定）」と連携した取組を進めていく必要があります。

  こうした事業を推進していくためには、バス事業者として駅前広場等におけるバスバー
スの確保や拡充等が必要となることもあるため、将来のバスネットワークを見据えた駅前
広場の整備・再編について、関係機関等と連携した取組を進める必要があります。
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第２章 市バス事業の現状と課題等

③ 営業所施設の老朽化

事業基盤となる営業所については、築年数が３０年から５０年となっており、老朽化が
進行しているため、設備等の安定稼働に必要な維持管理を行いつつ、中長期的な財政負担
を踏まえ、更新時期や規模などの検討が必要です。

最も老朽化が進行していた上平間営業所については、十分な耐震性能が確保されていな
いことや、耐震補強を行うための基礎耐力が不足していることなどから、建替え整備を平
成３０（２０１８）年度から着手しており、令和４（２０２２）年度中に完成する見込み
です。塩浜営業所や鷲ヶ峰営業所についても老朽化が進行している状況ではありますが、
再整備については、社会環境の変化や路線計画の変更等を踏まえ、慎重な検討が必要で
す。

  また、鷲ヶ峰営業所は築４９年を経過し、市営住宅との合築施設であるため、現在地で
運行を維持したままの建替が困難なことから、今後も北部地域における輸送需要や事業を
取り巻く環境の変化等に対応していくため、引き続き北部地域における事業用地の確保に
ついて検討します。

なお、鷲ヶ峰営業所と菅生車庫については、令和３（２０２１）年４月から業務の見直
しにより事故対応など一部事務機能を統合していますが、配置車両の見直しなどの課題を
整理した上で、早期に運行管理業務などを含めた全ての営業所機能を鷲ヶ峰営業所に統合
する予定としています。
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第２章 市バス事業の現状と課題等

④ 安全・安心な輸送サービス

走行距離１０万キロ当たりの有責事故発生件数については、人々の行動様式が変容する
中で、宅配自転車や通勤車両、駐車車両の増加といった走行環境の変化の影響などによ
り、駐停車車両などと接触する静止物接触事故や、動いている車両同士で接触する車両接
触事故が増加したことから、令和２（２０２０）年度に０．４０件となり、過去４年間で
一番高い件数となりました。

今後も、事故件数の増加に影響を及ぼしたと考えられる、宅配自転車や通勤車両、駐車車両
の増加といった走行環境の変化に加えて、高齢化の進展に伴いこれまで以上にバスを利用する
高齢者の増加が見込まれることなどから、安全性の確保に向けた取組がますます重要となって
きます。

走行距離１０万キロ当たりの有責事故発生件数の推移（形態別）
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第２章 市バス事業の現状と課題等

⑤ お客様満足度

市バスでは、平成２４（２０１２）年度に、交通局の全職員が市民やお客様の声に応
え、満足をいただくために取り組むサービスについての約束として「市バスサービスポリ
シー」を策定しました。この「市バスサービスポリシー」に照らし合わせて、多くのお客
様と直接顔を合わせる交通局職員の一人ひとりが、お客様に満足いただけるサービスを常
に意識し、サービス向上に取り組んでいます。

市バスでは、市バスサービスにおけるお客様満足度を調査する「市バスお客様アンケー
ト調査」を実施し、お客様の満足度、不満足度を継続的なサービス向上の取組に活用して
います。また、令和元（２０１９）年度にはアンケート内容を見直し、「改善してほしい
点」を記載してもらうこととし、令和２（２０２０）年度には「新型コロナウイルス対策
の取組についての意見」を調査項目に加えるなど、より一層利用者の意見等をサービス向
上につなげていけるよう取り組んでいます。

お客様満足度の調査結果については、市バスのサービス全般についての評価である「総
合満足度」が、平成３０（２０１８）年度には６９．６％とこれまでで最も高い評価とな
りましたが、令和元（２０１９）年度では６２．０％に下がり、さらに令和２（２０２
０）年度では、新型コロナウイルス感染症の影響により、乗車人員を制限してほしいな
ど、今までになかった苦情の発生要因が増えたことなどが影響し、５０．４％と大きく評
価が下がりました。
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また、「コミュニケーション」の設問についても、平成３０（２０１８）年度には６
６．０％とこれまでで最も高い評価となりましたが、令和元（２０１９）年度では５９．
５％と下がり、さらに令和２（２０２０）年度では、「総合満足度」と同様に、新型コロ
ナウイルスの感染拡大防止のためのマスク着用に伴うアナウンスの不明瞭などの影響によ
り、４９．３％と大きく評価が下がりました。

今後も、お客様満足度の分析結果等を踏まえ、継続的なサービス向上に向けた取組を一
層推進していく必要があります。また、市バスサービスのさらなる向上に向けて、アンケ
ート項目の表現を工夫するなど、お客様満足度の調査における客観性を向上させる取組も
重要です。

お客様満足度調査結果の推移
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⑥ その他の環境の変化

燃料費については、市バスでは軽油を年間約５００万リットル（令和２（２０２０）年
度実績）使用しており、軽油価格が１円/リットル変わると、年間約５００万円の影響が
あり、近年の原油価格の変動が財政収支に影響を与える一つの要素となることから、引き
続き注視が必要です。

  平成３０（２０１８）年８月に横浜市内で発生した事故を契機にして、バスが停車した
際にバスの車体が横断歩道にかかる停留所など交通安全上問題と思われるバス停留所につ
いて、国及び交通管理者により各事業者に対し対策を行うよう求められています。

  神奈川県下のバス停留所においても、令和３（２０２１）年１月に神奈川県バス停留所
安全性確保合同検討会からあらためて交通安全上問題と思われるバス停留所の状況が公表
され、市バスが管理するバス停留所においても２５か所が該当しており、安全対策を講じ
ていく必要があります。
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（１）運輸成績

令和２（２０２０）年度の乗合バス事業については、車両数３３２両により、２８路線１９
３系統の運行をしています。年間の実車走行キロは約１,２３４万キロ、乗車人員は約３,７６
８万人、乗車料収入は約６０．８億円となっています。また、貸切バス事業については、年間
の実車走行キロは９,７１８キロ、乗車人員は約７万１千人、乗車料収入は約１,０９８万円と
なっています。

区分 数量 １日平均

期末営業キロ 200.27 ㎞ －

停留所数 499 箇所 －

運行系統数 193 系統 －

営業路線数 28 路線 －

営業日数 365 日 －

期末在籍車両数 332 両 －

延実働車両数 104,672 両 287 両 

実車走行  12,342,664 ㎞ 33,816 ㎞

乗車人員 37,680,323 人 103,234 人

乗車料収入（税抜 ） 6,082,887,211 円 16,665,444 円

区分 数量 １日平均

営業日数 365 日 －

期末在籍車両数 5両 －

延実働車両数 167 両 0.5 両

実車走行  9,718㎞ 27 ㎞

乗車人員 71,419 人 195 人

乗車料収入（税抜 ） 10,983,671 円 30,010 円

運輸成績（令和２（２０２０）年度）

乗合バス事業 貸切バス事業

※停留所数、運行系統数及び営業路線数は３月３１日時点 

※運行系統数には臨時系統の１３系統を含む 

２ 市バス事業の現状と振り返り
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（２）収支状況

① 乗合バス事業の乗車人員と乗車料収入

  乗車人員、乗車料収入とも平成３０（２０１８）年度まで概ね増加傾向で推移していました
が、令和元（２０１９）年度は、ひとり親家庭支援施策に係る特別乗車証交付事業の見直しの
影響により減少し、令和２（２０２０）年度においては、一年を通じて新型コロナウイルス感
染症の影響を大きく受けたことから、乗車人員は約３,７６８万人、乗車料収入は約６０．８
億円とそれぞれ大きく減少しました。

乗合バス事業の乗車料収入と乗車人員の推移
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② 貸切バス事業の乗車料収入と乗車人員

貸切バス事業については、川崎競輪・競馬の輸送をはじめ、市内の小・中学校の社会見
学や遠足、大規模な音楽コンサート等の市内で開催されるイベント輸送などで利用されて
います。

  乗車人員、乗車料収入とも、平成２９（２０１７）年度に新たに競馬輸送を受託したこ
となどから、平成３０（２０１８）年度まで増加傾向で推移していましたが、令和元（２
０１９）年度は、新型コロナウイルスの感染拡大防止に伴うイベントの自粛や中止の要請
を受け、年度末においてイベント輸送の需要が大きく落ち込んだことから減少し、令和２
（２０２０）年度においては、一年を通じて新型コロナウイルス感染症の影響を受けたこ
とや競馬輸送が中止となったことから、乗車人員は約７万１千人、乗車料収入は約１,０
９８万円とそれぞれ大きく減少しました。

貸切バス事業の乗車料収入と乗車人員の推移
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③ 純損益と資金過不足額

純損益については、平成２７年（２０１５）年度以降、人口の増加などを背景とした輸
送需要の変化に的確に対応したダイヤ改正・路線の新設等により、乗車人員が増加したこ
となどにより、純利益を確保してきましたが、令和元（２０１９）年度は、ひとり親家庭
支援施策に係る市バス特別乗車証交付事業の見直しや車両更新に伴う減価償却費の増加な
どにより、純損失が生じたうえ、令和２（２０２０）年度は、一年を通じ新型コロナウイ
ルス感染症の影響を大きく受け、乗車料収入が大幅に減少したことから、純損失が約１７
億円となりました。

 資金については、平成２９（２０１７）年度に、賞与引当金等の資金不足額への算入猶
予期間が終了したことなどから、資金不足となりましたが、平成３０（２０１８）年度
に、乗車料収入が増加したことなどから資金不足は解消され、令和元（２０１９）年度に
おいても資金不足は発生しませんでした。なお、令和２（２０２０）年度は、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により、大幅な資金不足が見込まれましたが、総務省から示された
「特別減収対策企業債」を活用し、必要な資金の確保を行いました。

純損益と資金不足額の推移
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（３）前期３年間の取組の総括

戦略１ 安全な輸送サービスの確保

≪施策１ 運輸安全マネジメントの着実な推進≫

◎事業１ 安全対策の強化

実施した取組
輸送安全の取組について、「川崎市交通局安全方針」の全職員への周知徹底をはじめと
し、交通局長や安全統括管理者との意見交換や内部監査等を行うことで、運輸安全マネジ
メントを着実に推進してきました。また、実車を用いた「運転手実技研修」を実施すると
ともに、三密にならないように従前の研修方法を見直した上で、各種研修を実施してきま
した。

有責事故の発生件数については、令和元（２０１９）年度は前年度と変わらないもの
の、令和２（２０２０）年度は、宅配自転車や通勤車両、駐車車両の増といった走行環境
の変化などもあり増加しました。特に静止物接触事故件数については、大幅に増加しまし
た。この間、添乗観察の実施方法を見直し、改善指導を強化してきました。

貸切バスの安全性については、日本バス協会が実施する「貸切バス事業者安全性評価認
定制度」において「安全性に対する取組状況」、「事故及び行政処分の状況」、「運輸安
全マネジメント取組状況」などが評価され、三ツ星認定を令和３（２０２１）年１２月に
受けました。

後期計画に向けた課題
静止物接触事故が大幅に増加したこともあり、有責事故の件数が増加傾向にあるため、
走行環境の変化を踏まえた研修体制の見直しなど安全性の確保を図る必要があります。ま
た、経営トップの主体的な取組の下、運輸安全マネジメントを推進していく必要がありま
す。

25



第２章 市バス事業の現状と課題等

［主な取組の結果］※計画と変更がある部分は太字で記載（以下の表も同様）

※１ 新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、局長との意見交換会を中止しました。
※２ 意見交換会及び内部監査の対象は安全統括管理者を予定していましたが、自動車部長に変更しました。

◎事業２ 運行管理体制の充実・強化

実施した取組

運転手の勤務時間等の適正管理や点呼による運転手の健康状態の把握など、輸送安全を
確保するために行う運行管理業務について、終業から次の始業までの休息時間の確保等の
ため、早番始まりへの乗務計画の変更や予備運転手の効率的な配置など、運行管理業務の
見直しを行いました。また、経路誤り等運行ミスについても、「行き先アナウンス」の実
施などの防止対策を実施してきました。

後期計画に向けた課題

引き続き、労働基準法の改正法の施行や「自動車運転者の労働時間等の改善のための基
準」（以降「改善基準告示」という。）の改正を見据えた取組を進めるとともに、運行ミ
ス防止に向けた対応を継続する必要があります。また、「貸切バス事業者安全性評価認定
制度」における三ツ星認定を継続できるように取組を進めていく必要があります。

主な取組 Ｒ１（２０１９）年度 Ｒ２（２０２０）年度 Ｒ３（２０２１）年度

輸送安全委員会の実施 年 4回実施 年 4 回実施 年 4 回実施 

意見交換会 実施
局長及 安全統括管理者  
意見交換会（各1回実施） 

安全統括管理者  意見交換
会（各1回実施）※1

局長及 自動車部長  意見
交換会（各1回実施）※２

内部監査の実施 

局長又 安全統括管理者 対
象 （年 1回実施） 
営業所 対象（年１回実
施） 

局長又 安全統括管理者 対
象 （年 1回実施） 
営業所 対象（年１回実
施） 

局長又 自動車部長を対象 
（年 1回実施）※２

営業所 対象（年１回実
施） 

貸切   安全確保 向  取組  二ツ星認定取得 
三ツ星認定取得に向けた取組
の推進 

三ツ星認定取得 
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第２章 市バス事業の現状と課題等

≪施策２ 安全啓発の推進≫

◎事業３ 輸送の安全に係る啓発活動の充実

実施した取組

     交通安全教室については、令和元（２０１９）年度は概ね計画通り開催しましたが、令
和２（２０２０）年度は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から開催を見送り、令和
３（２０２１）年度については、感染状況に留意しながら感染対策を実施した上で、開催
しました。また、交通安全に関する啓発パンフレットの配布や自転車接触事故の予防対策
として駐輪場に注意看板の設置を行いました。

     高齢者に対しては、バス車内アナウンスや車内床面表示による注意喚起を実施するとと
もに、高齢者施設への啓発物の配布を行ってきました。しかしながら、新型コロナウイル
ス感染症の影響などにより、高齢者向けの交通安全教室については予定通りの開催ができ
ませんでした。

後期計画に向けた課題

高齢者が増加する中、事故の防止に向けた注意喚起は重要であり、新型コロナウイルス
感染拡大防止を図りながら、交通安全教室を開催するなど、交通安全意識の向上の取組を
進めていく必要があります。

［主な取組の結果］

主な取組 Ｒ１（２０１９）年度 Ｒ２（２０２０）年度 Ｒ３（２０２１）年度 

交通安全教室の開催 年 13回開催 感染拡大防止のため中止 年 3回開催（予定） 

高齢者が集まる施設での安全啓発 ６０か所実施 ６０か所実施 感染拡大防止のため中止 

高齢者を対象とした交通安全教室の
開催 

年 1回開催 感染拡大防止のため中止 感染拡大防止のため中止

27



第２章 市バス事業の現状と課題等

戦略２ 快適で利用しやすいサービスの提供

≪施策３ 市バスネットワークの形成≫

◎事業４ 人口動態や都市基盤整備に応じた市バスネットワークの形成

実施した取組

地域の輸送需要に対応するため、新城駅前 横須賀線小杉駅間の系統新設や川崎病院へ
の直行バスの終車時間延長、走行環境の変化に応じたダイヤ改正などを実施し、輸送サー
ビスの充実に取り組んできました。しかしながら、令和２（２０２０）年度以降は、新型
コロナウイルス感染症の影響により乗車人員が大幅に減少したことから、公営バスの役割
を認識した上で、利用動向を踏まえたダイヤ改正や系統の見直しなどを段階的に実施して
きました。

鷺沼駅周辺再編整備の進捗に合わせた路線の検討や、臨海部においては大師橋駅駅前交
通広場のバスバースに関する調整を行ってきました。また、登戸土地区画整理事業の進捗
に伴う路線再編を検討するなど、都市基盤整備に合わせた対応を実施してきました。

後期計画に向けた課題

     引き続き、人口動態や行動様式の変容などによる利用動向の変化を踏まえた見直しを図
るとともに、都市基盤整備に合わせた取組を進める必要があります。

このように新型コロナウイルス感染症の影響等の環境変化においても、市バス輸送サービスを
持続的に提供するため、利用動向を踏まえた見直しなどに取り組むことから、戦略２の名称を
「快適で利用しやすいサービスの充実」から「快適で利用しやすいサービスの提供」へ、施策３
の名称を「市バスネットワークの維持・充実」から「市バスネットワークの形成」へ、事業４の
名称を「人口動向や都市基盤整備に応じた市バスネットワークの維持・充実」から「人口動態や
都市基盤整備に応じた市バスネットワークの形成」に変更します。

後期計画の施策体系の名称変更
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第２章 市バス事業の現状と課題等

◎事業５ 走行環境や利用動向に応じた利便性の確保

実施した取組

運行時間の定時性や速達性を確保するため、道路渋滞による慢性的な遅延等の走行環境
の変化を把握し、交通管理者や道路管理者等の関係機関へ道路走行環境の改善要望を実施
しました。また、利用動向を踏まえたダイヤ改正等の中で所要時間の見直しや運行時間の
調整を行いました。

ＪリーグやＢリーグなどのイベント開催時の増便や藤子・Ｆ・不二雄ミュージアムの開
館時間延長に合わせた運行時間の調整などを行いました。

後期計画に向けた課題

引き続き、走行環境の変化を把握し、交通管理者や道路管理者等の関係機関との連携を
図ることにより、運行時間の定時性・速達性を確保していく必要があります。

≪施策４ バス利用環境の充実≫

◎事業６ 分かりやすい案内サービスの充実

実施した取組

     案内情報については、市バスマップを継続的に発行するとともに、市バスの運行情報や時刻
表を閲覧できる情報提供サービス「市バスナビ」の停留所別のＱＲコードを全停留所に掲示し
ました。「バスの乗り方教室」については、新型コロナウイルス感染症の影響により、実施す
ることができませんでした。なお、新たな「バス総合案内表示版」の整備については、経営環
境の大幅な変化を受けて事務事業をゼロベースで見直す中で、見送ることとしました。

後期計画に向けた課題

引き続き、市バスマップの発行を継続やＩＣＴ技術の進展に合わせた案内情報の提供に取り
組む必要があります。
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第２章 市バス事業の現状と課題等

◎事業７ 乗車券のＩＣ化の推進

実施した取組

     新たな乗車券制度については、各種乗車券の利用動向やＩＣカード乗車券の普及等を踏ま
え、障害者手帳アプリ「ミライロＩＤ」の取扱いを開始するなど、取組を進めてきました。

乗車券のＩＣ化の推進については、全国的なＩＣ化の進展に伴い、令和元（２０１９）年に
回数乗車券の販売を終了するとともに、令和２（２０２０）年にはモバイルＰＡＳＭＯの対応
を開始しました。

後期計画に向けた課題

引き続き、情報通信技術の進展や社会動向を踏まえ、ＩＣ化の推進に取り組む必要がありま
す。

≪施策５ 快適な移動空間の提供≫

◎事業８ バス車内の快適性の向上

実施した取組

お客様サービスについては、「市バスお客様アンケート調査」の結果等を参考として、
添乗観察の方法を見直し、全運転手を対象としたサービス向上研修や外部講師による運転
手接遇研修などを実施することにより、お客様サービスの向上に努めてきました。

バリアフリー化の推進については、ノンステップバスの購入を継続し、バス車両のバリ
アフリー化を推進するとともに、交通安全・バリアフリー教室の開催や新たに二人乗りベ
ビーカーの対応を開始するなど、取組を推進してきました。

後期計画に向けた課題

引き続き、「市バスお客様アンケート調査」の分析結果を踏まえながら、「市バスサー
ビスポリシー」に照らし合わせて、お客様に満足いただけるサービスを提供するととも
に、バリアフリー化に向けた取組を推進する必要があります。

30



第２章 市バス事業の現状と課題等

◎事業９ バス停留所施設の整備・維持

実施した取組

バス停留所施設については、上屋、停留所標識、ベンチ等の老朽化や経営状況を踏ま
え、計画的に代替整備を行ってきました。なお、令和３（２０２１）年度においては、当
初の整備計画を見直し、バス停留所施設の劣化調査を行いました。また、局管理の停留所
の清掃回数を増やすなど、安全で清潔なバス停留所施設の提供を行ってきました。

令和３（２０２１）年１月に神奈川県バス停留所安全性確保合同検討会からあらためて
交通安全上問題と思われるバス停留所の状況が公表され、市バスが管理するバス停留所に
おいては２５か所が該当しており、バス停留所への注意喚起看板の設置やバス車内におけ
る注意喚起アナウンスなど、ソフト対策を実施しながら、移設により３か所改善しまし
た。

後期計画に向けた課題

引き続き、劣化調査の結果に基づく計画的な整備を行い、安全で清潔なバス停留所の提
供に努める必要があります。また、交通安全上問題と思われるバス停留所については、関
係各所との調整に時間を要するなど課題もあるが、早期の安全確保に向け対策を進める必
要があります。

［主な取組の結果］

※３ 道路整備の関係等から見直し。 ※４ 劣化調査等のため整備を見送りました。

前期の計画での予定 ・上屋の代替整備 ８基・照明付標識の代替整備 １９基・二面式標識の代替整備 ２０基

主な取組 Ｒ１（２０１９）年度 Ｒ２（２０２０）年度 Ｒ３（２０２１）年度

上屋の代替整備 ７基※３ １０基※３ ０基※４

照明付標識 代替整備 １９基 １９基 ０基※４

二面式標識 代替整備 ２０基 ２０基 ０基※４
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第２章 市バス事業の現状と課題等

戦略３ 社会的要請に対応した事業の推進

≪施策６ 川崎市の行政施策との連携≫

◎事業１０ インバウンド等誘客施策への取組

実施した取組

多言語表記の充実については、市バスの乗り方等を英語で記載した「市バスガイド」を
発行し、観光案内所等に配架しました。また、バスの行先表示や時刻表に英語を追加し、
訪日外国人旅行者等の移動円滑化を行いました。インバウンド等への誘客施策への対応に
ついては、新型コロナウイルス感染症の影響により、訪日外国人旅行者等が大幅に減少し
たため、取組を推進することはできませんでした。

     本市行政施策との連携については、「小田急沿線川崎エリアまちづくりビジョン」の取
組として実施した、ＭａａＳアプリ「ＥＭｏｔ」を活用した回遊性向上実証への協力や、
藤子・Ｆ・不二雄ミュージアム開館１０周年を迎えるに当たり、直行バスのデザインをリ
ニューアルするなど、本市施策と連携した取組を行ってきました。

後期計画に向けた課題

今後は、インバウンド等の動向を注視しながら、本市行政施策と連携し、取り組んでい
く必要があります。

◎事業１１ 公共交通ネットワークの形成に向けた取組等

実施した取組

     公共交通ネットワークの形成については、新型コロナウイルス感染症の影響により、大
幅に乗車人員が減少した中にあっても、感染症対策を実施した上で、運行を維持し、地域
における移動手段を確保してきました。

後期計画に向けた課題

引き続き、「川崎市総合都市交通計画」などの行政施策と連携し、市民生活を支える公
共交通の維持に向けて取り組んでいく必要があります。
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第２章 市バス事業の現状と課題等

◎事業１２ 公共性の高い路線の維持

実施した取組
     公共施設への交通手段の確保や、民営バスでは運行が難しい地域への交通手段を確保な

ど公共性の高い路線については、一般会計からの適正な公共負担の下で維持しています。

後期計画に向けた課題
引き続き、適正な公共負担の下、本市行政施策と連携を図りながら市民の交通手段を確
保していく必要があります。

≪施策７ 環境対策の推進≫

◎事業１３ バス車両等の脱炭素に向けた取組

実施した取組
バス車両等の脱炭素に向けた取組については、令和３（２０２１）年度にはハイブリッ
ドバスを１６両購入し、これまで進めてきたＣＮＧ（圧縮天然ガス）バスからハイブリッ
ドバスへの代替更新が完了したところです。エコドライブ指導者研修への職員派遣につい
ては、令和元（２０１９）年度は３名派遣したものの、令和２（２０２０）年度以降は新
型コロナウイルス感染症の影響により中止となりましたが、啓発活動は実施してきまし
た。

後期計画に向けた課題
今後も、「川崎市地球温暖化対策推進基本計画」との連携など、脱炭素に向けて取組を
推進する必要があります。

「脱炭素」への取組を推進するため、事業１３の名称を「バス車両等の低炭素化に向けた取
組」から「バス車両等の脱炭素に向けた取組」に変更します。

［主な取組の結果］

主な取組 Ｒ１（２０１９）年度 Ｒ２（２０２０）年度 Ｒ３（２０２１）年度

ハイブリッドバスの導入 計３８両 計４０両 計５６両（予定） 

エコドライブ指導者研修への派遣 
職長運転手及 運行管理者 
派遣（３名） 

感染拡大防止のため中止 感染拡大防止のため中止 

エコドライブ啓発運動の実施 年２回 年２回 年２回 

後期計画の施策体系の名称変更
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第２章 市バス事業の現状と課題等

≪施策８ 災害時等への対応≫

◎事業１４ 危機管理体制の強化に向けた取組

実施した取組

災害時等において、市民の移動手段を確保するという観点から、安全確保を前提に可能
な限り運行を行うとともに、令和元年東日本台風時に避難所間の緊急輸送に対応するなど
公営バスとしての役割を果たしました。また、運行情報の発信等を適時・適切に行うた
め、情報配信機器の操作訓練などを実施してきました。

     重大事故やテロ等のバス非常時における対応については、様々な条件を想定した重大事
故通報訓練や主要駅バスターミナル等におけるテロ対策巡回を実施してきました。

後期計画に向けた課題

近年頻発する風水害を踏まえ、引き続き、災害時に備えた取組を推進する必要がありま
す。また、法令に基づく適切な対応が行えるよう、非常時に備えた取組を推進する必要が
あります。

［主な取組の結果］

主な取組 Ｒ１（２０１９）年度 Ｒ２（２０２０）年度 Ｒ３（２０２１）年度

重大事故通報訓練の実施 感染拡大防止のため中止 年１回 年１回 

テロ対策巡回の実施 １９６日 １７７日 １９６日
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第２章 市バス事業の現状と課題等

戦略４ 経営基盤の強化

≪施策９ 事業基盤の強化≫

市バスを取り巻く環境が変化する中においても、市バス輸送サービスを持続的に提供するため、
後期４年間は経営基盤の「強化」を優先して取り組む必要があることから、戦略４の名称を「経営
基盤の充実・強化」から「経営基盤の強化」へ、また、施策９の名称を「事業基盤の充実・強化」
から「事業基盤の強化」に変更します。

◎事業１５ 安定的な事業基盤を支える人材の確保

実施した取組

運転手及び整備員の人材確保については、新型コロナウイルス感染症の影響により、専
門学校への訪問や職場見学会の開催は見送ったものの、大型自動車第二種免許を取得して
いない若年層の運転手（養成枠）の採用選考を実施し、人材確保を行うとともに、車検整
備の自家化を進め、バス車両整備業務における体制の充実・強化にも取り組みました。

後期計画に向けた課題

全国的にバス運転手や自動車整備士が不足する中、引き続き、退職動向等を見極め、人
材確保を行う必要があります。

［主な取組の結果］

主な取組 Ｒ１（２０１９）年度 Ｒ２（２０２０）年度 Ｒ３（２０２１）年度

運転手養成の取組 ４人採用 ８人採用 ２人採用 

後期計画の施策体系の名称変更
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第２章 市バス事業の現状と課題等

◎事業１６ 人材育成の推進と組織の活性化

実施した取組

     人材育成については、運転手・整備員・運行管理者ともに、その専門性に応じた研修を
実施してきました。

また、職員のモチベーションの向上に向け、職員提案制度における優れた提案や、模範
となる運転手等への表彰を実施しましたが、運転技能コンクールについては新型コロナウ
イルス感染症の影響等により開催できませんでした。

     職員の健康管理については、全運転手を対象に睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）のスクリ
ーニング検査を計画的に実施するなど、職員の健康管理の維持・充実に取り組みました。

後期計画に向けた課題

技能・知識の定着を図るため、継続的に研修を実施するともに、モチベーションの維
持・向上にも取り組む必要があります。

［主な取組の結果］

主な取組 Ｒ１（２０１９）年度 Ｒ２（２０２０）年度 Ｒ３（２０２１）年度

職員提案制度 実施 年１回 年１回 「経営改善の取組」を募集

運転技能コンクールの開催 台風の影響により中止 感染拡大防止のため中止 感染拡大防止のため中止 
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第２章 市バス事業の現状と課題等

◎事業１７ 持続可能な事業運営に係る組織体制の構築

実施した取組

新型コロナウイルス感染症の影響により乗車人員・乗車料収入とも大幅に減少する中、
利用動向を踏まえたダイヤ改正を実施してきました。

     運行エリアが近接する鷲ヶ峰営業所及び菅生車庫について、菅生車庫における事故発生
時の対応などの業務の一部を鷲ヶ峰営業所へ集約するとともに、乗車券発売窓口の営業日
及び営業時間を見直した上で委託化するなど、効率的な事業運営に取り組んできました。

     民間整備事業者の減少を踏まえて、車検整備の自家化の拡充にあたり、整備に係る設備
の充実を図りました。

後期計画に向けた課題

今後も迅速かつ適正にダイヤ改正を実施するための組織体制など、持続可能な組織体制
の整備が必要となります。また、鷲ヶ峰営業所と菅生車庫については、早期に全ての機能
を鷲ヶ峰営業所へ統合する予定としておりますが、さらなる営業所業務の見直しなど、効
率的な事業運営を検討・実施する必要があります。

［主な取組の結果］

※５ 職員の年度途中退職に伴う人員不足により計画を見直しました。

主な取組 Ｒ１（２０１９）年度 Ｒ２（２０２０）年度 Ｒ３（２０２１）年度

  車両整備業務    体制 
充実・強化 

車検 自家化 実施
（３０両） 

車検 自家化 実施
（８１両）※５

車検 自家化 実施
（４０両）（予定）※５
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第２章 市バス事業の現状と課題等

◎事業１８ 営業所の計画的整備

実施した取組

     営業所施設の改修等については、鷲ヶ峰営業所の地下車庫照明のＬＥＤ化などの長寿命
化に向けた取組や、トイレ改修工事などの働きやすい職場環境への改善に向けた取組を実
施してきました。また、最も老朽化が進行していた上平間営業所については、建替整備を
実施し、事務所棟及び整備棟が完成しています。

後期計画に向けた課題

営業所拠点については、老朽化が進行しており、順次再整備を検討していかなければな
りませんが、今後の事業規模に応じた検討が必要となります。

≪施策１０ 経営力の強化≫

◎事業１９ 収益性事業の推進

実施した取組

広告宣伝事業については、営業活動の強化の取組として、新たに令和２（２０２０）年
から座席裏面に広告を掲載する「座席裏ステッカー広告」の取扱いを開始したほか、令和
３（２０２１）年７月からは新たな需要喚起として車内広告をセットで掲載できる「車内
額面貸切広告」の取扱いを開始するなど、新規広告媒体を販売し、広告収入の確保に努め
てきました。

     貸切バス事業については、新型コロナウイルス感染症による外出自粛等の影響で需要が
大きく減少し、乗車料収入が大幅に減少しました。また、当初計画していたバスツアー企
画もこの影響により中止となり、事業全体に大きな影響を及ぼしました。

     保有資産の活用等については、旧線路用地やバス折り返し所等の貸付けにより、収入を
確保しました。

後期計画に向けた取組

引き続き、広告収入の確保に向けた取組を推進する必要があります。また、貸切事業に
おいても、需要の減少した中でも収入が確保できるように取組の検討をする必要がありま
す。
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第２章 市バス事業の現状と課題等

◎事業２０ 持続可能な経営の推進

実施した取組

     乗務待機時間の取扱いの見直しや休暇の計画的取得の勧奨などを行うとともに、平日と
土休日のダイヤ格差に対応するため、適切な勤務割付により平日勤務者を確保するなど、
時間外勤務の縮減による総人件費の抑制を行ってきました。

管理委託については、上平間営業所及び井田営業所の２営業所体制を維持し、評価委員
会での評価結果等を踏まえ、受託事業者に指導・監督を行い、コスト削減やサービス水準
の維持・向上に取り組みました。

費用負担の軽減と平準化については、菅生車庫の機能の一部を鷲ヶ峰営業所へ統合する
事業規模に応じた効率的な事業運営を図り費用を削減しました。また、車両更新計画を見
直すことで費用の平準化を行いました。

後期計画に向けた課題

今後も、新型コロナウイルス感染症の経営への影響を踏まえて総人件費を抑制する必要
があり、加えて、労働基準法の改正法の施行や改善基準告示の変更を見据え、特に不規則
勤務である営業所における時間外勤務の縮減に取り組む必要があります。

また、新型コロナウイルス感染症の影響により、乗車人員が減少しているため、これに
応じ委託規模の見直しを実施する必要があります。

［主な取組の結果］

主な取組 Ｒ１（２０１９）年度 Ｒ２（２０２０）年度 Ｒ３（２０２１）年度

評価委員会の開催  年３回  年３回  年３回（予定）
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第２章 市バス事業の現状と課題等

≪施策１１ プロモーションの推進≫

◎事業２１ 戦略的広報の推進

実施した取組

 マスメディアを通じた広報を行うなど効果的な広報活動を実施するため、年間広報計画
を作成し、計画的にパブリシティ活動を推進してきました。また、情報発信の方法につい
ても、従来のＨＰだけではなく、ＴｗｉｔｔｅｒなどのＳＮＳも活用して迅速な情報発信
に努めました。

後期計画に向けた課題

引き続き、様々な情報ツールを活用し、正確で迅速な情報発信を行う必要があります。

◎事業２２ イメージアップ事業の推進

実施した取組

 イメージアップ事業においては、当初の目的であった市バスのイメージアップ及びノル
フィンの知名度向上についての役割を終えたことから、令和３（２０２１）年３月をもっ
てハローキティのコラボレーション事業を終了しました。また、令和２（２０２０）年度
及び令和３（２０２１）年度については、新型コロナウイルス感染症の影響により、営業
所見学や整備士体験、市内学校との連携や地域におけるイベントの多くが中止となるな
ど、地域貢献の場がありませんでした。

 オリジナルグッズ販売については、地元スポーツチームとコラボレーションしたグッズ
を販売しました。

後期計画に向けた課題

今後は、これまでの手法を見直し、市バスのイメージアップを図る必要があります。

「市バス７０周年記念事業」などの終了に伴い、前期計画「事業２２ イメージアップの推
進」の事業が縮小したことから、前期計画「事業２１ 戦略的広報の推進」及び「事業２２ イ 

メージアップ事業の推進」を、後期計画は「事業２１ プロモーションの推進」に統合します。

後期計画の施策体系の名称変更
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第３章 計画の基本的な考え方

市バスは、市域全体を営業エリアとして、通勤通学や移動手段を持たない高齢者など、市民
の日常生活を支える身近な公共交通機関として重要な役割を果たしています。

川崎市バス事業経営戦略プログラムにおいても、気候変動等により近年頻発する豪雨等の災
害時における市民やお客様の安全確保と輸送機能の確保、本市の脱炭素戦略「かわさきカーボ
ンチャレンジ２０５０」の策定等、脱炭素社会の実現に向けた施策の強化などの環境変化があ
り、公営バスとしての市バスの果たすべき役割は、さらに重要になるものと認識しておりま
す。

これからも、市バスが公共交通や公営バスとしての意義・役割を果たしていくため、市域の
路線バスネットワーク形成への寄与を図りながら、市バスネットワークの効率的な構築を前提
に、安全かつ快適で利用しやすいサービスを提供し、市民やお客様に選ばれる「市バス」を目
指します。

このように市バスの果たすべき役割が一層求められる中、現在、新型コロナウイルス感染症
の影響により、乗車人員・乗車料収入とも大きく減少し、「乗合バス事業の乗車人数の推移
（月別）」からも、緊急事態宣言期間が終了しても乗車人員は回復せず、今後も人と接する機
会が少なくなるように人々の行動様式が変容したことなどから、新型コロナウイルス感染拡大
前の乗車人員への回復は難しいものと想定されます。また、利用動向の変化により、営業所の
再整備やバス車両更新等の投資計画を見直したものの、定年退職者数の増加等への対応に加え
て、新たに特別減収対策企業債の償還などで多くの資金が必要となるため、引き続き、非常に
厳しい経営状況が見込まれます。

こうした状況においても、将来にわたって安定的な事業運営を行っていくためには、計画の
基本方向の礎となる「経営基盤の強化」が重要課題となることから、一層の経営力の強化を図
るなど、さらなる経営改善に取り組みます。

後期計画においては、このような考え方に基づき、引き続き、全職員が強い使命感を持っ
て、市バスを取り巻く環境の変化に的確に対応していくことにより、市民やお客様の大切な交
通手段を確保していきます。

１ 経営の基本的な考え方
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第３章 計画の基本的な考え方

川崎市バス事業経営戦略プログラムで設定した計画の基本方向については、「安全な輸送サービ
ス」、「快適で利用しやすいサービス」、「社会的要請への対応」及び「経営基盤」というバス事
業を運営する上、引き続き、様々な課題を解決していくためには必要な基本要素であるため変更し
ていません。また、新型コロナウイルス感染症等により市バスを取り巻く環境が大きく変化する中
においても、市バス輸送サービスを持続的に提供するため、後期計画は「経営基盤の強化」を重要
課題と位置付けます。

（１）安全な輸送サービス

全職員が一丸となって「安全最優先」を徹底しつつ、安全対策の強化や運行管理体制の強化
を図ることにより、運輸安全マネジメントを着実に推進します。

 走行環境の変化や高齢化の進展など、安全を取り巻く環境の変化を踏まえ、研修体系を見直
し、事故防止など安全性の確保に向けた取組を推進するとともに、輸送の安全に係る啓発活動
の充実など、利用者等の交通安全意識の向上に向けた取組を推進します。

（２）快適で利用しやすいサービス

市域全体における人口の増加や社会変容による通勤等の輸送需要の変化、本市の都市基盤整
備の進捗、経営状況等を踏まえ、定時性や速達性などお客様の利便性の確保をしつつ、市バス
ネットワークの形成を図ります。

初めて市バスを御利用になられるお客様にも、安心して御利用いただけるよう、分かりやす
い案内サービスの提供や乗車券のＩＣ化を推進するなど、バス利用環境の充実を図ります。

市バスサービスポリシーに照らし合わせ、お客様に満足いただけるサービスの提供や、バス
車両のバリアフリー化の推進、停留所施設の整備・維持を行うなど、快適な移動空間を提供し
ます。

２ 計画の基本方向

安全な輸送サービスを第一の使命とし、お客様に信頼して御利用いただける

市バスを目指します。

お客様に満足いただける利用しやすい質の高いサービスの提供を行うとと

もに、市民やお客様の大切な交通手段を確保します。
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第３章 計画の基本的な考え方

（３）社会的要請への対応

公共交通ネットワークの形成に向けた取組や公共性の高い路線の維持、脱炭素への取組な
ど、本市のまちづくりや魅力向上に向け、行政施策との連携を図ります。また、ＳＤＧｓの取
組としても推進します。

人と環境にやさしい市バスを目指して、バス車両等の脱炭素に向けた取組を進めることなど
により、環境対策を推進します。

自然災害、事故等における市民やお客様の安全確保や輸送機能の確保など、危機管理体制の
強化に向けた取組を進めることにより、災害時等への対応を図ります。

公共交通としての役割や公営バスとして市バス事業における意義・役割に

応じた事業運営を図ります。

ＳＤＧｓについて
ＳＤＧｓは「Sustainable Development Goals:持続可能な開発目標」の略で、平成２７
（２０１５）９月の国連サミットで全会一致で採択された「持続可能な開発のための２０
３０アジェンダ」にて記載された２０１６年から２０３０年までの国際目標です。持続可
能な世界を実現するための１７のゴール・１６９のターゲットから構成され、地球上の誰
一人として取り残さないことを誓っています。

 本市は、平成３１（２０１９）年２月に、川崎市持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）推進
方針を策定し、国から令和元（２０１９）年７月「ＳＤＧｓ未来都市」に選定されまし
た。

 交通局においても、持続可能な輸送システムの提供に向けて、取組を推進します。

出典 国際連合広報センターウェブサイト

【交通局の目指すゴール】

11 住み続けられる
まちづくりを
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第３章 計画の基本的な考え方

（４）経営基盤

事業を支える人材の確保・育成、市バスネットワークの拠点である営業所の計画的整備な
ど、将来を見据えた必要な投資を行うとともに、持続可能な事業運営に向けて、業務効率化等
を推進し、職員配置や組織体制の見直しによる効率的な執行体制の整備により、事業基盤を強化
します。

持続可能な経営に向けて、営業所の管理委託の継続や時間外勤務の縮減を含めた総人件費の
抑制などに取り組むとともに、利用動向を踏まえた運行本数の見直し・系統再編等の運行の効
率化や組織の見直し等の事業運営の効率化などによる事業規模の適正化、業務見直し等の業務
削減による人件費の削減などを図り、費用を縮減します。また、従前の乗車料収入が見込めな
い中で収入を確保するため、引き続き、広告事業や貸切バス事業等の収益性事業の推進を図
り、経営力を強化します。

市民やお客様に、市バスのサービスや活動内容について、もっと知ってもらい、より身近に
感じてもらい、さらに利用してもらうため、戦略的広報を進めていくとともに、ＩＣＴを活用
した運行情報や遅延情報の発信を行うなど、プロモーションの推進を図ります。

安全な輸送サービスの確保や快適で利用しやすいサービスの提供、社会的

要請に対応した事業の推進など、これらの市バスサービスを将来にわたっ

て安定的に提供するため、あらゆる経営改善策を実施し、経営基盤の強化

を図ります。
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第３章 計画の基本的な考え方

経営の基本的な考え方を踏まえ、利用動向や乗車料収入等を踏まえた事業規模の適正化を行い、
持続可能な経営基盤を構築することで、市バス輸送サービスを持続的に提供し市民やお客様の大切
な交通手段を確保するとともに、お客様に満足していただけるサービスを提供していく必要があり
ます。

後期計画においては、段階的な運行計画の見直しや組織体制の見直し、総人件費の削減、計画的
かつ効果的な投資等による経費抑制など、あらゆる経営改善に取り組むことで「経営基盤の強化」
を図り、「安全な輸送サービスの確保」、「快適で利用しやすいサービスの提供」、「社会的要請
に対応した事業の推進」を実現します。

３ 計画の目標

経営基盤の強化

社会的要請に対応
した事業の推進

「経営基盤の強化」を図ることで実現

【目標イメージ】

快適で利用しやすい
サービスの提供

安全な輸送サービス
の確保
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第４章 目標達成に向けた取組

施策体系は、事業縮小など大きく変更のあった事業２１を前期計画から変更しています。また、
後期４年間の取組内容を踏まえて、戦略等の名称を一部変更しています。
後期計画は、目標を達成するため、４つの戦略と１１の施策、２１の事業を掲げるとともに、各
事業に位置付けられる具体的な取組を推進します。

戦略１ 安全な輸送サービスの確保

施策１ 運輸安全マネジメントの着実な推進

事業１ 安全対策の強化

事業２ 運行管理体制 充実 強化

施策２ 安全啓発の推進

事業３ 輸送の安全に係る啓発活動の充実

戦略２ 快適 利用         提供

施策３ 市バスネットワークの形成

事業４ 人口動態や都市基盤整備に応じた市バスネットワークの形成

事業５ 走行環境 利用動向 応  利便性 確保

施策４   利用環境 充実

事業６ 分かりやすい案内サービスの提供

事業７ 乗車券 ＩＣ化 推進

施策５ 快適な移動空間の提供

事業８   車内 快適性 向上

事業９   停留所施設 整備 維持

１ 施策体系
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第４章 目標達成に向けた取組

戦略３ 社会的要請に対応した事業の推進

施策６ 川崎市 行政施策  連携

事業１０ インバウンド等誘客施策への取組

事業１１ 公共交通ネットワークの形成に向けた取組等

事業１２ 公共性 高 路線 維持

施策７ 環境対策の推進

事業１３   車両等 脱炭素に向けた取組

施策８ 災害時等への対応

事業１４ 危機管理体制 強化 向  取組

戦略４ 経営基盤の強化

施策９ 事業基盤の強化

事業１５ 安定的な事業基盤を支える人材の確保

事業１６ 人材育成の推進と組織の活性化

事業１７ 持続可能な事業運営に係る組織体制の構築

事業１８ 営業所の計画的整備

施策１０ 経営力 強化

事業１９ 収益性事業の推進

事業２０ 持続可能な経営の推進

施策１１ プロモーションの推進

事業２１ プロモーションの推進
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第４章 目標達成に向けた取組

■安全最優先の徹底

道路運送法において全ての事業者は、「輸送の安全の確保が最も重要であることを自覚し、絶
えず輸送の安全性の向上に努めなければならない」とされています。また、国の指針に基づく運
輸安全マネジメントにより経営トップから現場まで一丸となり輸送安全性の向上に取り組むこと
が義務付けられています。 

市バスでは、輸送の安全性の向上を図ることを目的に、安全確保のための遵守事項を定めた
「川崎市交通局旅客自動車運送事業安全管理規程」に基づき、輸送の安全に関する基本的な方針
である「川崎市交通局安全方針」を定めています。 

引き続き、交通事業管理者や安全統括管理者など、経営トップの主体的な取組の下で、関係法
令等の遵守を徹底するとともに、「川崎市交通局安全方針」を全職員に周知徹底し、安全意識の
定着を図ります。 

２ 具体的な取組（後期４年間）

戦略１ 安全な輸送サービスの確保

運輸安全マネジメントの着実な推進施策１

事業１ 安全対策の強化
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第４章 目標達成に向けた取組

■効果的な事故防止対策

走行距離１０万キロ当たりの有責事故発生件数については、宅配自転車や通勤車両、駐車車両
の増といった走行環境の変化の影響などにより、令和２（２０２０）年度に０．４０件となり、
過去４年間で件数が最も高くなったことから、さらなる安全性の確保に向けた取組が必要です。 

引き続き、事故の発生状況やその要因分析を踏まえ、有責事故発生件数に占める割合の多い静
止物接触事故、車内人身事故などの発生形態に応じた「形態別目標」を設定し、その目標達成に
向けた事故防止対策を研修に反映させるなど、それに基づく重点的対策を実施します。 

また、静止物接触事故が近年増加傾向にあることを踏まえ、車両感覚や安全運転意識を養う必
要があることから、民間の教習所施設において、停留所への正着・発車時のオーバーハングの確
認や発車時・停車時の反動体験などを行う体験型の運転手実技研修を通じて、運転手の技能向上
に積極的に取り組むとともに、対象者を拡大するなど取組を推進します。 

運転手の安全な運転操作や接客サービス等の実施状況を確認するため、全運転手を対象として
実施する添乗観察については、市バスお客様アンケート調査の結果を踏まえ、令和３（２０２
１）年度に丁寧な運転の徹底を指導したほか、局職員による添乗観察と組み合わせて、成績不良
者に対する指導を強化するなど実施方法を見直しました。引き続き、計画的に実施するととも
に、その結果に基づく改善指導を行います。 

また、運転に関する長所や短所といった「運転のクセ」を把握し、安全運転を継続していくた
め、全運転手を対象とした一般適性診断や新規採用運転手を対象とした初任診断等を実施し、診
断結果を個別指導に活用することや、運転時の速度や運転時間だけでなく急加速や急制動などの
運行データが記録可能なデジタルタコグラフを新たに用いて、数値化された客観的なデータを活
用した指導を検討・実施することなどで、安全確保に向けた意識や技能の向上を図ります。 

１件の事故の背後には、多くのヒヤリ・ハットが存在すると言われており、事故発生に至る可
能性が十分あることを踏まえ、事故の未然防止の観点からヒヤリ・ハット情報を収集・共有する
とともに研修等に活用します。 

毎月開催する営業所事故防止委員会等の関係会議において、事故について情報を共有するとと
もに、複数車線が多い臨海部地域、狭隘路が多い北部地域といった地域の特性に合わせたヒヤ
リ・ハット映像を活用して事故の発生状況等を分析し、再発防止策を検討するなど、効果的な事
故防止対策を実施します。 
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第４章 目標達成に向けた取組

バス車両の安全対策について、バス後輪部の夜間の視認性を高めるＬＥＤ路肩灯については、
令和元（２０１９）年度に全車への導入が完了しました。また、運転手が急病等で運転操作の継
続が困難となった場合に、運転手自身やお客様がスイッチを押すことで徐々に速度を落として停
止する、ドライバー異常時対応システム（ＥＤＳＳ）を搭載した車両を令和元（２０１９）年度
から導入しており、今後のバス車両更新に合わせて導入を進め、バス車両のさらなる安全対策に
取り組みます。 

主な取組 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6（2024）年度 R7（2025）年度 

添乗観察の実施 
・民間委託による実施 
・職員による実施 

・民間委託による実施 
・職員による実施 

・民間委託による実施 
・職員による実施 

・民間委託による実施 
・職員による実施 

適性診断の実施・活用 
一般適性診断の実施 
（全運転手の1/3） 

一般適性診断の実施 
（全運転手の2/3） 

一般適性診断の実施 
（全運転手の3/3） 

一般適性診断の実施 
（全運転手の1/3） 

デジタルタコグラフの活用 試行実施の検証 
検証を踏まえた取組 
推進 取組の検証・実施 取組の検証・実施 

ＥＤＳＳ搭載車両の導入 
車両更新に合わせて 
導入 

車両更新に合わせて 
導入 

車両更新に合わせて 
導入 

車両更新に合わせて 
導入 
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第４章 目標達成に向けた取組

■安全管理体制の構築・改善

輸送の安全確保の取組を活性化させ、より効果的なものとするためには、経営トップが主体的
かつ積極的に関与し、強いリーダーシップを発揮することが極めて重要です。 

このため、経営トップによるマネジメントレビュー（輸送安全委員会）を計画的に実施し、輸
送安全に関する取組の進捗管理や安全管理体制の評価を行うとともに、レビュー結果に基づく見
直しや改善を行います。 

局長と現場職員との意見交換会等を実施し、現場からの意見を積極的に収集するとともに、組
織内における円滑なコミュニケーションを構築するなど、輸送の安全に関する情報共有の確保を
図ります。 

局長又は営業所等を対象に、輸送の安全に関する内部監査を実施し、安全管理体制の点検・確
認を継続して行い、監査結果に基づく必要な措置等を講じます。 

市バスでは、貸切バスにおける安全性や安全の確保に向けた取組状況について評価認定を行う
「貸切バス事業者安全性評価認定制度」において、令和３（２０２１）年１２月に、安全性に対
する取組状況が優良なバス事業者であることを示す三ツ星（最高ランク）の評価認定を受けまし
た。今後も、「貸切バス事業者安全性評価認定制度」の三ツ星の評価認定継続に向けた取組等に
より、貸切バス事業の継続的な安全確保を図ります。

主な取組 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6（2024）年度 R7（2025）年度 

輸送安全委員会の実施 年 4 回実施 年 4 回実施 年 4 回実施 年 4 回実施 

意見交換会 実施
局長及 安全統括管理
者  意見交換会
（各1回実施） 

局長及 安全統括管理
者  意見交換会
（各1回実施） 

局長及 安全統括管理
者  意見交換会
（各1回実施） 

局長及 安全統括管理
者  意見交換会
（各1回実施） 

内部監査の実施 

局長又 安全統括管理
者を対象 
（年 1回実施） 
営業所を対象 
（年１回実施） 

局長又 安全統括管理
者を対象 
（年 1回実施） 
営業所を対象 
（年１回実施） 

局長又 安全統括管理
者を対象 
（年 1回実施） 
営業所を対象 
（年１回実施） 

局長又 安全統括管理
者を対象 
（年 1回実施） 
営業所を対象 
（年１回実施） 

貸切   安全確保 向  
取組 

三ツ星認定継続に向け
た取組の推進 

三ツ星認定継続 
三ツ星認定継続に向け
た取組の推進 

三ツ星認定継続 
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第４章 目標達成に向けた取組

■運行管理業務の充実

運行管理者が行う運行管理業務は、運転手の勤務時間等の適正管理、点呼による運転手の健康
状態の把握や輸送安全に関する情報伝達、運転手に対する指導監督など、輸送安全を確保するた
めに必要不可欠な業務です。今後、輸送安全を取り巻く環境の変化等を踏まえ、運行管理業務の
充実に向けた取組を進めていく必要があります。 

引き続き、運行管理者や運転手の研修などにおいて、点呼執行の重要性や法令遵守、執行に当
たっての心構え等について徹底し、適切かつ厳正な点呼執行を行います。また、運行管理業務は
専門性を有することから、運行管理者研修の対象者や内容を見直すとともに、定期的に研修を実
施することで運行管理業務の充実を図ります。 

点呼執行時における輸送安全に関する情報伝達を徹底する 
とともに、有責事故やヒヤリ・ハット情報について大型液晶 
モニター電子掲示板（デジタルサイネージ）等を活用して情 
報の共有を図ります。 

乗務計画については、運転業務における早朝から深夜までの変則勤務体制を踏まえ、終業から
次の始業までの休息期間の確保等を行うため見直しを行いました。今後、国が定める運転手の拘
束時間や休息期間などの改善のための基準である改善基準告示の改正に対応する乗務計画を作成
します。 

■運行ミスの撲滅

経路誤り等運行ミスについては、「川崎市交通局バス運行管理に係る改善委員会」の答申（平
成２４年（２０１２年）３月）に基づき、「基本動作の徹底」や「厳正な点呼の実施」など再発
防止に向けた取組を進めてきました。引き続き「基本動作の習慣化」や「運行ミスの発生の多い
指定交差点での行き先アナウンス」など、運行ミスの発生要因に応じた防止対策を着実に実施し
ます。また、「街頭指導」や「運行ミス防止運動」に取り組むとともに、点呼などにおいて運行
ミス防止への意識向上を集中的に呼びかける日を営業所独自で設定するなど、運行ミス防止に向
けた取組を推進します。
また、運行ミスが発生した場合に備えて、経路復帰を円滑に行えるように「経路誤り発生時対
応訓練」を実施します。 

デジタルサイネージによる情報共有

事業２ 運行管理体制の充実・強化
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第４章 目標達成に向けた取組

■利用者等の安全意識の醸成

車内人身事故や自転車関係事故の背景には、近年の道路走行環境の変化に加えて、高齢化の進
展に伴うバスを利用する高齢者の増加、周囲を確認しない急な飛び出し等を回避するための運転
操作など、運転手の技術や意識の向上だけでは防げないものもあります。そのため、バスを利用
されるお客様等の安全意識を高めていく取組が重要です。 

引き続き、警察、区役所、学校等と連携し、交通安 
全とバリアフリーの大切さを伝える交通安全・バリア 
フリー教室の開催や、警察、バス協会等の関係機関と 
連携した交通安全運動を実施するなど、交通安全意識 
の向上に向けた取組を積極的に展開します。 

また、交通安全に関する啓発物の配布などにより、小学生や高齢者に向けた安全啓発の取組を
推進します。 

自転車の車道走行の増加等を踏まえ、自転車接触事故の予防的対策 
として、主要駅の自転車等駐車場への注意看板の設置を引き続き行う 
など、自転車利用者の安全意識の醸成に向けた取組を推進します。 

主な取組 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6（2024）年度 R7（2025）年度 

交通安全・バリアフリー教室の 
開催 

交通安全・バリアフリー 
教室の開催 

継続実施 継続実施 継続実施 

交通安全・バリアフリー教室

駐輪場注意看板

施策２ 安全啓発の推進

事業３ 輸送の安全に係る啓発活動の充実
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第４章 目標達成に向けた取組

■高齢者の安全意識の醸成

今後、後期計画期間においても、高齢者人口の増加と高齢化率の上昇が見込まれる中、これま
で以上に高齢者のバス利用の増加が想定されているため、バス走行中の移動により生じる危険性
を認識してもらうなど、安全意識を醸成する取組が重要です。

そのため、高齢者への十分な配慮だけでなく、バス車内アナウンスやバス車内床面表示による
注意喚起等により、バス走行時の安全意識の浸透を図るなど、車内人身事故の防止に向けた取組
を進めます。 

また、高齢者が集まる施設での啓発物の配布や、高齢者を対象とする交通安全教室の開催な
ど、バス乗車時における高齢者の安全意識の醸成に向けた取組を推進します。 

主な取組 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6（2024）年度 R7（2025）年度 

高齢者を対象とした交通安全
教室の開催 

交通安全教室の開催 継続実施 継続実施 継続実施 

高齢者への啓発物

車内床面表示
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第４章 目標達成に向けた取組

後期計画期間においては、引き続き総人口の増加とともに、高齢者人口の増加と高齢化率の上
昇が予測されています。

令和３（２０２１）年３月に地域公共交通に関する将来目指すべきネットワークの考え方や今
後の取組の方向性等を示す「川崎市地域公共交通計画」が策定されました。この計画において
は、「地域交通の基幹的役割を果たす路線バスを中心に利用実態等を踏まえた効率的・効果的な
ネットワークを形成」するとされています。 

市バスでは、市域全体における人口の増加や社会変容による通勤等の輸送需要の変化を見極め
つつ、川崎市総合都市交通計画や川崎市地域公共交通計画、臨海部ビジョンなどの関連計画と連
携しながら効率的な市バスネットワークの形成を図ります。 

「臨海部ビジョン」の１つである「交通機能強化プロジェクト」において、交通機能強化に向
けた大師橋駅駅前交通広場整備と、これによるバスネットワークの構築を進めています。また、
川崎市総合都市交通計画では、川崎駅等の拠点と臨海部へのアクセスの利便性向上を図るため、
臨港道路東扇島水江町線を活用した路線バス運行の促進など、路線バスネットワークの充実に向
けた取組を推進しています。こうした中、市バスでは、臨海部における物流施設の整備など、さ
らなる企業進出による就業者数の増加が見込まれていることなどから、新型コロナウイルス感染
症の影響による社会変容も注視し、臨海部の拠点整備等に合わせた路線の検討など、経営状況を
踏まえた上で臨海部の路線バスネットワークの形成に向けた取組を進めます。 

鷺沼・宮前平駅周辺地区と登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区は、総合計画において「地域生活拠
点」の一つとして位置付けられ、鷺沼・宮前平駅周辺地区は「鷺沼駅周辺を中心に商業、都市型
住宅、文化・交流など多様な都市機能の集積及び交通結節機能の強化に向けた取組を推進」する
とされています。また、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区についても、「安全で快適な暮らしを支え
る都市基盤整備とあわせて、都市機能の強化を促進するとともに、多摩川、生田緑地及びその周
辺の地域資源を活かした魅力的な拠点の形成を推進」するとされています。こうした取組を踏ま
え、各地区再編整備の進捗に合わせた路線バスネットワークの形成に向けた検討など、経営状況
を踏まえて北部地域の交通機能の確保に向けた取組を進めます。 

戦略２ 快適で利用しやすいサービスの提供

施策３ 市バスネットワークの形成

事業４ 人口動態や都市基盤整備に応じた市バスネットワークの形成
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第４章 目標達成に向けた取組

ＪＲ南武線の連続立体交差化、横浜市高速鉄道３号線の延伸、川崎アプローチ線の整備など、
将来の鉄道ネットワークや道路ネットワークの形成に向けた検討状況を注視しつつ、今後の取組
について検討を行います。

主な取組 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6（2024）年度 R7（2025）年度 

大師橋駅駅前交通広場の整備
 合   路線検討

検討 検討 
供用開始に合わせた 
路線 検討 

鷺沼駅周辺再編整備 進捗
 合   路線検討

検討 検討 検討 検討 

登戸土地区画整理事業 進捗
 合   路線検討

検討 検討 検討 
供用開始に合わせた 
路線 検討
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第４章 目標達成に向けた取組

■走行環境に対応した取組

路線バスのサービスにおいて、運行時間の定時性や速達性の確保は、お客様の利便性を高める
重要な取組です。

遅延やバス停留所での時間調整の減少に向けて、日々の運行データを基に、運行区間の所要時
間の調整を行うなど、走行環境の変化に応じた適切なダイヤ改正を行います。

また、定時性・速達性の確保に向け、引き続き交通管理者や道路管理者等の関係機関への道路
走行環境の改善要望を行います。

■利用動向等に対応した取組

これまで市バスでは、鉄道ダイヤの改正に合わせた対応や、公共施設等の開館時間に合わせた
運行時間の変更、イベント時の増便など、お客様の利用動向に対応した取組により、お客様の利
便性向上を行ってきました。 

現在は、新型コロナウイルス感染症の影響により、市バスの輸送需要が減少している状況が続
いていますが、引き続き、利用動向に対応した運行時間の変更や増便など、お客様の利便性の確
保に取り組みます。 

なお、ダイヤ改正や路線見直しを進めるに当たっては、料金箱データや乗客流動実態調査の内
容を活用するなど、利用状況・収支状況の把握・分析により、お客様の利便性の確保と収益性の
向上を図ります。 

事業５ 走行環境や利用動向に応じた利便性の確保
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第４章 目標達成に向けた取組

■運行に関する情報提供の充実

路線バスは、同じ乗り場でもバスの行き先が異なることや、バスの行き先が同じであっても経
由地によって乗り場が異なる場合があります。そのため、市バスでは「初めて市バスを御利用さ
れるお客様にも分かりやすく」をコンセプトに市バスマップを発行するなど、分かりやすい案内
情報の提供に取り組んでいます。引き続き、市バスマップについては、定期的に改訂・発行する
とともに、パソコンや携帯電話等でご覧いただけるようにＨＰに掲載するなど情報提供に取り組
んでいきます。

お客様への運行情報提供サービスについては、川崎駅中央通路におけるバス総合案内表示板の
設置や市バスナビなどの活用など、利便性の向上に取り組んできました。お客様一人ひとりに的
確かつスピーディに市バスの運行情報を提供できる市バスナビについては、これまで地図上から
停留所を選択できる機能を追加したほか、訪日外国人に対応する多言語表示等の機能強化を行い
ました。また、令和元（２０１９）年度に市バスナビの停留所別のＱＲコードを全停留所に掲示
しました。引き続き、お客様の利便性向上に向けた利用方法の周知を図るとともに、ＩＣＴ技術
の進展に合わせて、さらなる利便性の向上を検討します。

視認性が向上する白単色ＬＥＤ行先表示器を令和３（２０２１）年度から車両更新に合わせて
導入するなど、引き続き、より分かりやすい行き先表示等への改善に取り組みます。

■市バスの利用方法の周知

これまでバスを利用したことがない方などに、路線バスの利用方法や各種料金制度等の基本的
な情報を周知し、バスを身近な移動手段として感じてもらうことは、バス利用の促進につながり
ます。 

バスの基本的な乗降方法、料金のしくみ、乗車中のマナー等を体験してもらう「バスの乗り方
教室」をイベント等に併せて開催する予定でしたが、新型コロナウイルス感染症の影響等でイベ
ントが中止になり開催には至りませんでした。このため、各営業所や区役所などで配架している
「かわさき市バスマップ」にバスの基本的な乗降方法や料金のしくみ、乗車中の注意事項などを
記載することで、利用方法を周知し、初めての市バスでも安心して御利用いただけるよう取組を
進めます。  

施策４ バス利用環境の充実

事業６ 分かりやすい案内サービスの提供
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第４章 目標達成に向けた取組

新型コロナウイルス感染症の影響により、テレワークやオンライン会議の利用拡大など、社会
のデジタル化に向けた取組が急速に進んでおり、本市においても行政手続きのオンライン化など
との取組を着実に推進するとしています。その中で市バスでは、乗車券のＩＣ化を推進しお客様
の利便性向上に向けて取り組んでいます。

ＩＣカード乗車券は、定期乗車券の紛失時の再発行や電子マネー機能など、紙式乗車券類には
ないサービスが搭載されており、利便性の高い乗車券です。

平成１９（２００７）年から導入しているＩＣカード乗車券については、現在、市バス利用者
の約９割が利用している状況です。 

市バスでは、各種乗車券の利用動向や情報通信技術の進展等を踏まえ、既存の乗車券の整理統
合を検討するなど、ＩＣカード乗車券の利便性向上を図り、お客様にとって利用しやすい乗車券
制度への改善に向けた取組を進めます。 

また、ＩＣカード乗車券のさらなる利用促進に向けて、これまでモバイルＰＡＳＭＯ（令和２
（２０２０）年３月）の導入など、各種乗車券の利用動向や情報通信技術の進展等を踏まえた取
組を行ってきました。今後は、障害者用ＰＡＳＭＯの導入や広報などに取り組み、さらなる乗車
券のＩＣ化を推進します。 

バスなど公共交通機関の利用時のキャッシュレス化の取組は、引き続き進展することが想定さ
れることから、市バスにおいてもその動向を注視し、お客様の利便性向上に向け、キャッシュレ
ス化への対応を検討します。 

また、モバイルＰＡＳＭＯ上でＩＣ定期乗車券が購入可能となるなど、ＩＣカード乗車券が普
及することで、乗車券販売窓口の役割が変化していることから、乗車券販売窓口の効率化に向け
た見直しを検討します。 

事業７ 乗車券のＩＣ化の推進
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第４章 目標達成に向けた取組

■お客様に満足いただけるサービスの提供

市バス事業は、安全を最優先に、１年３６５日早朝から深夜まで安定した輸送を確保し、１日
に１０万人を超えるお客様に御利用いただいています。より多くのお客様に御利用いただき、か
つ、親しまれる市バスとなるためには、お客様と直接顔を合わせる交通局職員一人ひとりが、輸
送サービスのプロフェッショナルであるという意識を念頭に、行動していくことが重要です。 

令和元（２０１９）年度及び令和２（２０２０）年度の市バスお客様アンケート調査について
は、お客様満足度が低下したことから、お客様満足度の分析結果等を踏まえ、継続的にサービス
向上に向けた取組を推進していく必要があります。 

どのようなときも安全最優先の行動、お客様の立場を理解して親切丁寧な行動、全てのお客様
が心地良く御利用できるよう優しい運転と接遇、感謝の気持ちを込めた挨拶や案内など、引き続
き「市バスサービスポリシー」に照らし合わせ、お客様に満足いただけるサービスを提供するた
め、接遇サービスの実施状況を確認する添乗観察を活用した指導や、外部講師を招いた運転手接
遇研修などを実施しお客様に満足いただけるサービスの提供に取り組みます。 

■バリアフリー化の推進

バリアフリー新法に基づく「移動等円滑化の促進に関する基本方針」が令和２（２０２０）年
度に改正され、令和７（２０２５）年度までに路線バス車両の８０％をノンステップバスにする
こととして目標が上方修正されるなど、バス車両等のバリアフリー化の取組がより進められるこ
ととなりました。 

市バスでは、令和３（２０２１）年４月現在、路線バス車両全体に占めるノンステップバスの
導入率は９４．９％となっています。また、全ての路線バス車両をバリアフリー新法に適合する
低床バスにするなど、バス車両のバリアフリー化を進めてきました。 

ノンステップバスが登場してから２０年以上が経過し、この間、機能向上やコストダウンが行
われ、座席配列も選択可能になり、乗車定員もワンステップバスと同程度になりました。今後の
購入車両についても、引き続き乗降性に優れたノンステップバスとし、バス車両のバリアフリー
化を推進します。 

施策５ 快適な移動空間の提供

事業８ バス車内の快適性の向上
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第４章 目標達成に向けた取組

二人乗りベビーカーの取扱いについて、「乗合バス車内では二人乗りベビーカーを折りたたま
ずに取り扱うことを基本とする」との国の決定を受け、市バスにおいても令和３（２０２１）年
９月から二人乗りベビーカーを折りたたまずに乗車可能とし、二人乗りベビーカー利用者の利便
性向上に取り組んでいます。 

また、高齢者・障害者・妊産婦など、誰もが安全、 
安心、快適に利用できる「心のバリアフリー」を推進 
するため、車いす・ベビーカー利用時のルール・マナー 
の車内ポスターや市バスマップへの掲出、交通安全・バ 
リアフリー教室の実施等に取り組みます。 

こうした取組に加えて、バスの案内情報や運行情報提供サービスの多言語対応など、「かわさ
きパラムーブメント」における「社会的バリアが解消されたまち ユニバーサルなまち 」とし
てレガシーの形成に向けた取組を推進します。 

ベビーカー利用に関する周知ポスター
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第４章 目標達成に向けた取組

■快適なバス待ち空間の整備

バス停留所施設は、お客様に快適なバス待ち空間を提供する上で、重要なインフラです。市バ
スでは、バス停留所施設として上屋、停留所標識及びベンチを設置し、快適なバス待ち空間の整
備に取り組んできました。こうした中、上屋及びベンチについては、平成３０（２０１８）年度
に、現在の設置基準を満たす全ての停留所への整備を行いました。 

今後の経営状況も踏まえつつ、停留所施設の劣化の程度等を調査し、代替や補修等必要な措置
を講じることにより、停留所施設の長寿命化など、整備・維持管理費用の抑制に向けた取組を進
めます。

■安全で清潔な停留所施設の提供

多くの停留所施設を安全かつ清潔な状態に保つことは、快適な移動空間の提供につながる重要
な取組です。 

停留所施設の補修や、破損・汚損への速やかな対応を行うため、令和元（２０１９）年度に会
計年度任用職員を増員するなど、停留所施設の維持・管理体制を強化しました 

引き続き、予防保全的な観点も考慮し、定期的な清掃を実施するとともに、点検・修繕などを
継続して実施することにより、施設を健全な状態に保ち安全で清潔なバス停留所施設を提供しま
す。 

神奈川県バス停留所安全性確保合同検討会が公表した、交通安全上問題と思われるバス停留所
については、バス停留所への注意喚起看板の設置やバス車内における注意喚起アナウンス等を継
続しながら、研修等を通じて運転手へ周知するとともに、道路管理者や交通管理者等の関係機関
と連携し、早期の安全確保に向け対策を進めます。

主な取組 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6（2024）年度 R7（2025）年度

上屋の代替整備 
照明付標識 代替整備
二面式標識 代替整備
    維持管理

調査に基づく整備 既存施設 維持 管理 既存施設 維持 管理 既存施設 維持 管理

主な取組 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6（2024）年度 R7（2025）年度 

停留所施設 清掃 全停留所 清掃実施 全停留所 清掃実施 全停留所 清掃実施 全停留所 清掃実施

事業９ バス停留所施設の整備・維持
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第４章 目標達成に向けた取組

市バスを御利用いただく際の経路検索時から目的地に到達するまでの運行情報等について、市
バスでは、パソコン又はスマートフォンでバス運行情報を検索できる市バスナビ、主要鉄道駅や
停留所におけるバス運行情報表示、バス車内における停留所案内表示など、多言語表記を充実し
てきました。 

また、市バスガイド（英語版）の作成や、訪日外国人向け企画乗車券（Greater Tokyo Pass）
への対応など、訪日外国人旅行者等の移動円滑化に取り組んできました。 

本市では、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会を好機としたインバウンド等
の誘客に向けた取組を進めてきましたが、新型コロナウイルス感染症の影響により開催時期の１
年延期や一部競技の無観客での開催などインバウンド需要が大きく変化しました。 

引き続き、訪日外国人旅行者等の移動円滑化に向け、インバウンドの動向等に注視していきま
す。

戦略３ 社会的要請に対応した事業の推進

施策６ 川崎市の行政施策との連携

事業１０ インバウンド等誘客施策への取組

多言語表示の取組

市バスナビの多言語表示

バス車内停留所案内表示器

停留所運行情報表示器
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第４章 目標達成に向けた取組

「川崎市総合都市交通計画」や「川崎市地域公共交通計画」においては、駅などへのアクセス
向上は路線バスにより対応することなどを基本としており、公営バス事業者として、関係部局等
と連携しながら、市民生活を支える公共交通の維持に向けた取組を推進します。 

令和３（２０２１）年３月に小田急電鉄株式会社と本市による「小田急沿線川崎エリアまちづ
くりビジョン」に基づく、ＭａａＳアプリ「ＥＭｏｔ（エモット）」を活用した回遊性向上実証
に協力し、その中で、新たな乗車券の課題を把握するため、市バス一日乗車券と日本民家園入園
券がセットになった電子チケットを発売しました。引き続き、関係部局等と連携し、地域交通の
取組を推進します。 

地域住民が主体的に取り組むコミュニティ交通については、運行計画に対する助言、走行上の
課題や問題点の指摘といったノウハウの提供など、円滑な運営を行うための支援に努めます。

通勤需要の大きい臨海部へのアクセスについては、臨海部ビジョンにおけるプロジェクト等と
連携しながら、バス事業者として、臨海部における路線バスネットワークの形成に向けた取組を
進めます。

市バスは、地方公営企業として企業の経済性を発揮し、独立採算による経営を行うことを基本
原則としつつ、公共施設に接続する路線の維持やまちづくり・福祉施策などの行政施策との協
力・連携等の役割も果たしています。

こうした役割をしっかりと担うため、効率的・効果的な市バスネットワークにおいても、公共
施設への交通手段を確保するために運行している路線や、民営バスでは対応が難しい地域への交
通手段を確保するために運行している路線など、公共性の高い路線については、一般会計からの
適正な公共負担の下で維持し、行政施策との連携を図りながら交通手段を確保します。

事業１１ 公共交通ネットワークの形成に向けた取組等

事業１２ 公共性の高い路線の維持
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第４章 目標達成に向けた取組

■バス車両の脱炭素に向けた取組

本市では、令和２（２０２０）年２月に令和３２(２０５０)年ＣＯ2排出実質ゼロを表明する
とともに、同年１１月には脱炭素戦略「かわさきカーボンゼロチャレンジ２０５０」を策定し、
脱炭素社会の実現に向けて取組を推進しています。市バスにおいても、環境に負荷の少ないハイブ
リッドバスを導入するなど脱炭素に向けた取組を推進しています。

市バスでは、平成３（１９９１）年度からハイブリッドバスを、平成６（１９９４）年度から
ＣＮＧ（圧縮天然ガス）バスを積極的に導入するとともに、バスメーカーに改善要望を行うな
ど、低公害車両の開発・改良にも取り組んできました。また、一般バス車両についても全車両で
九都県市指定低公害車を導入しており、さらに平成２０（２００８）年度からは全車両低燃費で
ＣＯ２排出量の少ない、国土交通省重量車燃費基準達成車を導入してきました。 

こうしたバス車両の脱炭素に向けた取組のほか、産業道路沿道の大気環境改善を目的とした
「産業道路クリーンライン化」事業と連携し、塩浜営業所に配置する全てのＣＮＧバス及びハイ
ブリッドバスを、産業道路を含む路線の運行に充てるなど、市施策と連携した環境対策を推進し
てきました。 

ＣＮＧバスのハイブリッドバスへの代替更新については、令和３（２０２１）年度に完了しま
したが、引き続き、本市の脱炭素戦略の取組と連携し、ハイブリッドバスの台数を増やし、バス
車両の脱炭素に向けた取組を進めます。また、次世代自動車については、技術の進展等を踏ま
え、研究を行います。

バス車両以外では、営業所等の施設において、これまでの照明と比べて省電力かつ長寿命の
LED照明への切替等によりCO２削減に取り組みます。また、省電力化を図った上での再生可能
エネルギー電力導入や営業所の再整備に合わせた再生可能エネルギー設備導入等の検討などの取
組を進めます。 

主な取組 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6（2024）年度 R7（2025）年度 

         増車 16 両購入 16 両購入 16 両購入 16 両購入 

施策７ 環境対策の推進

事業１３ バス車両等の脱炭素に向けた取組
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第４章 目標達成に向けた取組

■エコドライブの推進

エコドライブは、排気ガス抑制等の環境改善効果以外にも、燃費改善等のコスト削減効果があ
ります。さらに、穏やかな運転につながることで事故防止効果も期待できる取組です。 

今後も、急発進、急加速、急制動を行わない運転操作の徹底に向け、エコドライブ指導者研修
への派遣やその研修内容を事故防止研修などにおいて共有するとともに、デジタルタコグラフを
用いて、数値化された客観的なデータを活用した指導を検討・実施するなど、運転時の意識を高
め、環境に優しく安全なエコドライブを推進します。 

主な取組 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6（2024）年度 R7（2025）年度 

エコドライブ指導者研修への 
派遣 

職長運転手 派遣 継続実施 継続実施 継続実施 
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第４章 目標達成に向けた取組

■災害時等における実効性のある取組

大規模な地震や、台風、集中豪雨等による風水害、大雪による雪害など、様々な自然災害に対
して、迅速で的確な対応を進めながら、安全な輸送サービスを確保していくことが必要となりま
す。  

風水害については、「令和元年東日本台風」の経験を踏まえ、台風が上陸する前に計画運休の
実施による利用者等の安全確保や、川崎市災害対策本部としての緊急輸送の対応等による市民の
安全確保など、災害時に備えた取組を推進する必要があります。 

今後も、地震、台風、大雪などの発生を想定した実践的な防災訓練の実施や、その結果を踏まえた
「交通局危機管理対応マニュアル」の見直しを行うなど、災害時に備えた実効性のある取組を推進し
ます。

■バス非常時に備えた取組

重大事故やテロ等のバス非常時には、お客様の安全の確保が優先されます。このような場合に
おいても適切かつ柔軟に必要な措置を講じることができるように、バス非常時に備えた取組が必
要です。 

休日や夜間など、様々な条件を想定した重大事故通報訓練や、関係バス事業者と連携して行う
主要駅バスターミナル等におけるテロ対策巡回の実施など、バス非常時における的確な対応の確
保に取り組みます。 

全車両に配備している非常時連絡用無線機により、バス非常時等における運行確保に必要な情
報収集や運転手への運行指示等を行うなど、引き続き、バス非常時の連絡手段の確保を図りま
す。また、非常時連絡用無線機については、機器の更新時に機能強化などの検討を行います。 

施策８ 災害時等への対応

事業１４ 危機管理体制の強化に向けた取組
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第４章 目標達成に向けた取組

ドライブレコーダーは、運行中の映像を記録し、事故発生時の状況確認やお客様からの問い合
わせなどへ対応する際に、客観的な記録となり必要不可欠な機器となっています。近年では、あ
おり運転など運転中のトラブルがメディアで取り上げられるなどドライブレコーダーの重要性が
ますます高まっています。市バスでは、さらなる安全・安心を確保するため、車内のドライブレ
コーダーのカメラの増設を順次行っていきます。引き続き、機器の更新時に機能強化などの検討
を行います。

主な取組 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6（2024）年度 R7（2025）年度 

重大事故通報訓練の実施 年 1 回実施 年 1 回実施 年 1 回実施 年 1 回実施 

テロ対策巡回の実施 
（市バス実施分） 

約 160 日 約 160 日 約 160 日 約 160 日 

非常用無線機 更新 更新 向  検討 全車両分 更新
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第４章 目標達成に向けた取組

■運転手及び整備員の着実な人材確保

全国的に大型自動車第二種免許保有者の減少や高齢化が進展していることから、バス運転手が
不足しています。また、整備員についても、少子化や若者の自動車離れ等により自動車整備士を
目指す人が減少しており、人材の確保が課題となっています。

人材確保については、大型自動車第二種免許を保有していない若年層に向けて、運転手（養成
枠）の採用選考を実施するとともに、利用動向等を勘案した今後の事業規模に応じ、退職動向等
も踏まえながら、着実に人材を確保する必要があります。また、運転手及び整備員について正規
職員、会計年度任用職員の採用選考を実施し、計画的な人材の確保を図ります。 

より多くの方から応募していただけるよう、ＨＰに加えて、民間求人サイト、ＳＮＳの活用を
図るなど、効果的な広報に取り組みます。 

多様なライフスタイルに対応した短時間勤務職員の募集や、女性職員が働きやすい職場環境の
整備を進めるなど、女性や高齢者等による多様な働き方の推進を図ります。

戦略４ 経営基盤の強化

事業基盤の強化

事業１５ 安定的な事業基盤を支える人材の確保

施策９
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第４章 目標達成に向けた取組

■人材育成の推進

本市では、「成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき」の実現に向けて、市
役所の「質的改革」を進め、社会状況の変化や地域の課題に迅速かつ柔軟に対応できる組織力を
高めるために、平成２８（２０１６）年３月に「川崎市人材育成基本方針」を策定し、人材ビジ
ョン、職員の行動指針、職場のチーム原則や職員に求められる力等を明示し、これまで以上に人
材育成の取組を充実・強化していくこととしています。 

現在、市バス事業を取り巻く環境は、大変厳しい状況にあり、職員に求められている能力や取
組姿勢は高度化・多様化しています。運転手等の技能・業務職員、運行管理者等の事務職員、整
備員等の技術職員のそれぞれが、現状を理解し、課題解決のために期待される能力、姿勢・態度
を高めていくことが求められています。 

運転手の人材育成については、本市における高齢者人口の増加と高齢化率の上昇を踏まえた安
全対策の強化や道路走行環境の変化への対応など、輸送安全を取り巻く環境の変化等に対応し、
より一層の安全な輸送サービスを提供していくため、各種研修を通じて輸送の安全に係る意識や
技能の向上に取り組みます。また、「市バスサービスポリシー」に照らし合わせ、『路線バス運
転手の模範』となる職員を目指して、市バスお客様アンケート調査結果やお客様の声等の研修で
の活用などにより、さらなる意識の向上を図るなど、継続的なサービスの向上に取り組みます。 

また、運転手の人材育成にあたっては、日頃からの職長伝達による情報共有や研修時における
技術の伝達など職長制度を活用します。 

運行管理者の人材育成については、１年３６５日早朝から深夜まで安定した安全輸送を確保す
るため、運行管理者講習（外部）の確実な受講や運行管理者研修の定期的な実施等により、運行
管理に必要な関係法令や業務知識を習得し、運転手に対する適切な指導・監督を実施できるよう
運行管理者としての意識の醸成に向けた取組を進めます。

整備員の人材育成については、民間整備事業者の減少を踏まえた車検整備、法定点検等の自家
化や、車両整備技術の高度化など、車両整備に関する環境の変化に的確に対応していくため、神
奈川県自動車整備振興会による講習会に参加し、輸送の安全に係る技術や知識の習得、意識の向
上を図るとともに、ＯＪＴによる技術の継承に向けた取組を進めます。 

こうした輸送安全とサービス向上に向けた人材育成を効果的に進めていくため、各研修の目的に沿
って実施内容や効果、課題等を検証し、それに基づく研修等の計画的な実施により取組を推進します。

事業１６ 人材育成の推進と組織の活性化
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第４章 目標達成に向けた取組

■職員のモチベーションの維持・向上

市民やお客様の信頼や安全・安心を確保するため、服務規律の徹底や適正な業務遂行を図るこ
とが求められています。そのためには職員のモチベーションを維持・向上させ、やる気と働きが
いを引き出すことも重要です。 

職員の創意工夫を奨励し、経営への参加意識を高めることを目的に実施してきた職員提案制度
については、より提案しやすくなるよう、通年提案が可能な本市職員提案制度・アイデア提案制
度の活用や交通局の各種研修時のアンケートを活用して意見を募集するなど実施方法を見直し、
取組を進めます。 

また、これまで市バス運転手としての使命感やプロ意識の醸成、さらなる技能向上等を目的と
した運転技能コンクールについては、前期３年間においては、新型コロナウイルス感染症の影響
等により開催することができませんでした。このため、民間の教習所施設において、停留所への
正着、発車時のオーバーハングの確認や発車時・停車時の反動体験など体験型の運転手実技研修
の回数を増やすことで、技能向上に取り組みました。

体験を通して自分の運転を振り返ることでより安全な運転につながる運転手実技研修につい
て、引き続き、対象者を拡大して実施することにより、技能向上とモチベーションの維持・向上
を図ります。 

また、デジタルタコグラフに記録される速度やエンジン回転数などの運行データを活用し、自
身の運転を数値化・可視化して自身の運転を客観的に振り返り、丁寧な運転等につなげることに
より、運転手の技能向上や職員のモチベーションの維持・向上を図ります。 

長年にわたって無事故・無違反を達成した運転手や、 
お客様から多くの賞詞を頂いた運転手など、模範となる 
業績のあった運転手等に対して、市長表彰・局長表彰等 
の職員表彰を実施することにより、職員のモチベーショ 
ンの維持・向上を図ります。 

市長表彰
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第４章 目標達成に向けた取組

■職員の健康管理の徹底

市バス事業は、早朝から深夜までの勤務を行っており、かつ不規則勤務であることから、安全
かつ快適で利用しやすいサービスをお客様に提供するためには、健康状態を良好に保持していく
必要があります。特に、運転手については、お客様を安全に目的地までお届けすることが最大の
責務であるため、健康管理をより一層徹底しなければなりません。

定期健康診断の受診を徹底し、疾病の早期発見・治療につなげることで、職員の健康保持・増
進を図ります。また、産業医による定期的な巡回を行うとともに、保健相談員による保健相談・
指導を行うなど、安心して健康に働くことができる職場環境づくりに取り組みます。

全ての運転手を対象に睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）のスクリーニング検査を計画的に実施す
るとともに、心臓疾患・大血管疾患対策検査の実施、脳血管疾患の早期発見・発症予防を目的と
した脳検診の実施やインフルエンザの感染予防に取り組むなど、職員の健康管理の維持・充実を
図ります。
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第４章 目標達成に向けた取組

人口増加、高齢化率の上昇、まちづくりの進展、運転手・整備員の確保・育成、営業所施設の
老朽化など、計画策定時に見込まれた環境の変化に加え、新型コロナウイルス感染症の影響によ
る乗車人員の減少や脱炭素の推進など新たな環境変化への対応が必要となっています。 

こうした状況においても将来にわたって持続可能な事業運営を行うため、あらゆる経営改善に
取り組む必要があることから、令和３（２０２１）年４月に行った鷲ヶ峰営業所と菅生車庫の業
務の一部統合をさらに進め、早期に全ての機能を鷲ヶ峰営業所へ統合するとともに、業務の削減
や委託化などにより効率化を進めるなど、職員配置や組織整備の見直しに取り組み、効率的な執
行体制の整備を図ります。 

また、経営改善の主な取組となるダイヤ改正や路線の見直しに引き続き迅速に取り組む必要が
あることから、運行担当を強化するとともに、人材育成を推進します。

今後の労働基準法の改正法の施行や改善基準告示の改正への対応、営業所業務の効率化の推進
等に対応する必要があることから、事業改革推進担当を強化し、さらなる働き方の見直しを推進
します。 

市バス車両の車検整備を外注している民間整備事業者の減少を 
踏まえ、将来にわたって安定的な車両整備を推進するため、車検 
整備の自家化の推進、整備員の着実な採用、整備技術の継承によ
る技術力の向上など、引き続き、バス車両整備業務における体制
の充実・強化を図ります。

主な取組 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6（2024）年度 R7（2025）年度 

  車両整備業務    体制
の充実・強化 

車検 自家化 実施 取組推進 取組推進 取組推進 

事業１７ 持続可能な事業運営に係る組織体制の構築

バス車両の整備
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第４章 目標達成に向けた取組

■計画的な修繕・補修

事業基盤となる営業所施設については、耐用年数を超過し、老朽化した設備が急増することか
ら、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う減収による厳しい経営状況においても限りある財源
の中で対策を進めていく必要があります。

バス車両以外では、営業所等の施設において、これまでの照明と比べて省電力かつ長寿命の
LED照明への切替等によるCO２削減など、脱炭素に向けた取組を図ります。 

引き続き、各設備の現状把握を実施し、老朽化や安全上整備が必要な設備に対して、代替や補
修等の措置を講じ、営業所施設の機能維持を図ります。

■営業所の再整備に向けた取組

上平間営業所については、十分な耐震性能が確保されていないことや、耐震補強を行うための
基礎耐力が不足していることなどから、平成３０（２０１８）年度から建替え整備に着手し、全
工程が令和４（２０２２）年度に完了予定です。 

事業１８ 営業所の計画的整備

上平間営業所（事務所棟） 上平間営業所（整備棟）
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第４章 目標達成に向けた取組

塩浜営業所については、築４７年が経過し、施設の老朽化が進行していることに加え、臨海部
における輸送需要や車検整備の自家化など、事業を取り巻く環境の変化等に対応していくため、
今後の事業規模に応じ、営業所施設等の再整備、規模及び時期の検討を進めます。

なお、「川崎市地球温暖化対策推進基本計画」において令和１２（２０３０）年の市役所の温
室効果ガス▲５０％削減（平成２５（２０１３）年度比）を目指していることから、省電力化を
図った上での再生可能エネルギー電力導入や営業所の再整備に合わせた再生可能エネルギー設備
導入等の検討など、脱炭素に向けた取組を進めます。 

■営業所拠点の再編等の検討

北部地域の輸送サービスを支える鷲ヶ峰営業所と菅生車庫については、運行や整備を含む営業
所機能を鷲ヶ峰営業所へさらに統合することで、事業規模に応じた効率的な事業運営を行いま
す。 

鷲ヶ峰営業所については築４９年を経過し、市営住宅との合築施設でもあるため、現在地で運
行を維持したままの建替が困難な状況です。今後も北部地域における輸送需要や事業を取り巻く
環境の変化等に対応していくためには、将来においても営業所の再整備が必要となることから引
き続き、北部地域における事業用地の確保などを検討します。

主な取組 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6（2024）年度 R7（2025）年度 

上平間営業所建替え整備 建替 整備完了
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第４章 目標達成に向けた取組

■広告宣伝事業の推進

市バスの広告事業については、ラッピングバス広告や車内音声広告、車内額面広告等を主な広
告媒体として、収入を確保する重要な取組です。 

広告業界全体では、インターネット媒体への広告が主流となってきていますが、通勤・通学等
で市バスをご利用のお客様の目につきやすい市バス広告は、インターネット媒体への広告とは異
なり、地域に根差した情報発信ができる魅力があります。
市バスでは、さらなる広告宣伝事業の推進に向け、令和３（２０２１）年１０月から車内額面
貸切広告の取扱いを開始したほか、従来の広告媒体の活用に加え、ＩＣＴを活用した新たな広告
媒体等の検討を行うなど、広告宣伝事業を推進します。

■貸切バス事業の推進

貸切バス事業については、市内の小・中学校の社会見学や遠足、イベント輸送等の一般貸切バ
スの収入のほか、競輪・競馬の輸送による定常的な収入の確保を行ってきましたが、新型コロナ
ウイルス感染症の影響に伴う外出自粛等で、小・中学校における社会見学やイベント輸送等が大
幅に減少しています。 

引き続き、貸切バス事業を推進し、今後の利用動向を踏まえ、新たな料金体系の設定や市内に
事業所を持つ企業等における従業員輸送の検討など、収入の確保に努めます。 

■保有資産の活用等

市電（昭和１９（１９４４）年から昭和４４（１９６９）年）の旧線路用地やバス折り返し所
等の貸付けなどは、市バス事業における重要な収入源です。引き続き、余裕資産の駐車場等とし
ての貸付けや施設内の余剰スペースへの自動販売機の設置など、保有資産の有効活用を図るとと
もに、廃棄タイヤ、金属くず等の不用品や廃車バスの適時・適切な売却により、収入の確保を図
ります。 

施策１０ 経営力の強化

事業１９ 収益性事業の推進
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第４章 目標達成に向けた取組

■経営状況を踏まえた事業規模の適正化

新型コロナウイルス感染症の影響による行動様式の変容により、市バスの利用動向が変化し、
新型コロナウイルス感染拡大前の乗車人員への回復は難しいことが想定されることから、市バス
事業を今後も継続的に運営するためには、地域の交通体系を見据えながら、利用動向や乗車料収
入等を踏まえた事業規模の適正化に取り組む必要があります。 

バス運行については、新型コロナウイルス感染症の影響により乗車人員が減少したことから、
利用動向を踏まえたダイヤ改正に取り組んできました。今後は、利便性の向上や運行の効率化に
向け、利用動向に加えて、路線・系統の状況や民営バスとの路線の重複状況などの要因を踏まえ
た運行計画の見直しに取り組み、事業規模の適正化を図ります。 

営業所施設等について、北部地域の輸送サービスを支える鷲ヶ峰営業所と菅生車庫は、事故対
応等の一部機能を令和３（２０２１）年４月に統合しましたが、利用動向を踏まえたダイヤ改正
に伴い営業所の車両配置を見直すことなどにより、運行業務や整備業務などの営業所機能を鷲ヶ
峰営業所へ統合することで、事業規模に応じた効率的な運営を行います。

また、モバイルＰＡＳＭＯ上でＩＣ定期乗車券が購入可能となるなど、ＩＣ乗車券が普及する
ことで、乗車券販売窓口の役割が変化していることから、乗車券販売窓口の効率化に向けた見直
しを検討します。（再掲） 

■時間外勤務の縮減を含めた総人件費の抑制

市バスは、公共交通機関として、土日祝日を含め、１日も欠かすことなくバスを運行してお
り、日々、運転手をはじめ多くの人員を確保する必要があります。急病等により、勤務当日に休
暇が発生した場合などには、その日の運行を維持するため、やむを得ず時間外勤務や休日勤務に
よって代替要員を確保する必要があります。 

限られた経営資源の中で運行を維持している中、時間外勤務手当は人件費の中でも一定の規模
を占め、経営に影響を与えており、職員の健康管理も踏まえて時間外勤務の縮減に取り組む必要
があります。 

事業２０ 持続可能な経営の推進
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第４章 目標達成に向けた取組

さらには、新型コロナウイルス感染症の経営への影響を踏まえると、時間外勤務の縮減を含め
た総人件費の抑制をしていかなければならず、また、今後の労働条件に係る法改正に対応するた
めにも、時間外勤務の縮減を一層推進していかなければなりません。 
これまでも、運転手の勤務シフトの見直しによる時間外勤務の縮減などに取り組み、総人件費
の抑制に努めてきましたが、引き続き、計画的な年次有給休暇等の取得や職員の意識改革を推進
するなど、時間外勤務の縮減を含めた総人件費の抑制を図ります。 

■営業所の管理委託の継続

市バスでは、民間のノウハウによるサービスの維持向上や、低廉なコスト水準による費用削減
を行いながら、新たな輸送需要等へ対応するために営業所の管理委託を活用してきました。 

営業所の管理委託は、「コスト削減」と安全運行も含めた「お客様サービスの向上」という２
つの相反する施策課題に対応した経営改善の手法として効果的な取組です。しかしながら、営業
所の管理委託の拡大に当たっては、受託事業者において「自らの責に帰する重大事故を発生させ
ていないこと」を受託の要件としていることや、委託事業者及び受託事業者において管理委託に
係る雇用等の労働条件に関して労使間の合意が必要であることなど、制度上の課題があります。
また、受託事業者には、委託規模の拡大に必要となる運転手の確保などの課題もあります。 

こうした営業所の管理委託に係る効果や課題等を踏まえ、引き続き、上平間営業所及び井田営
業所の２営業所の管理委託体制を継続するとともに、新型コロナウイルス感染症の影響による利
用動向等を勘案し、委託規模の見直しを併せて行い、コスト削減やサービス水準の維持・向上を
図ります。 

管理委託営業所については、客観的な視点で受託状況を判断することが重要であるため、有識
者や市民代表で構成される「川崎市交通局営業所管理委託に係る評価委員会」を開催し、安全や
サービス水準等の評価を行っています。今後も引き続き、評価委員会の評価結果等を踏まえ、受
託事業者に対し指導・監督を行い、受託事業者のみならず、市バス全体のサービス水準の維持・
向上を図ります。 

主な取組 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6（2024）年度 R7（2025）年度 

上平間営業所及び井田営業
所 管理委託 実施

継続実施 
（委託規模 見直 ）

継続実施 継続実施 継続実施 

評価委員会の開催 年３回開催 年３回開催 年３回開催 年３回開催 
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第４章 目標達成に向けた取組

■費用負担の軽減と平準化

本市では、令和３（２０２１）年１１月公表の「今後の財政運営の基本的な考え方（改訂素案）」
において見込まれている厳しい財政状況を踏まえ、総合計画に基づく施策・事業の推進と、それを支
える持続可能な行財政基盤の構築の両立に向けて、全庁を挙げた事業見直し・業務改善に取り組む必
要があるとしています。

今般の新型コロナウイルス感染症は、経営に非常に大きな影響を及ぼしています。今後、市バスで
は持続可能な経営を行うため、継続して業務の改善や再構築を行い、さらなる業務の効率化と費用抑
制に取り組みます。

また、厳しい経営状況の中、事業に必要な投資を行うためには、国庫補助金等を活用し、費用
負担の軽減を図ることが重要です。国庫補助金等の活用に当たっては、補助対象事業に関する情
報について国やバス協会等の関係機関を通じて的確に把握しつつ、対象事業に係る実施時期等の
調整を行うなど、補助金の確保に向けた取組を推進するとともに、交通事業に係る補助対象事業
の拡大等に向けた要望活動を適切に行います。

さらに、輸送サービスを支えるため、将来見込まれる必要な投資、経費については、新型コロナウ
イルス感染症の影響を踏まえた、車両更新計画や営業所の施設整備計画等の投資計画に基づき事業運
営を行うなど費用負担の軽減と平準化を図ります。
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第４章 目標達成に向けた取組

「市バス７０周年記念事業」などの終了に伴い、前期計画「事業２２ イメージアップの推
進」の事業が縮小したことから、前期計画「事業２１ 戦略的広報の推進」及び「事業２２ イメ
ージアップ事業の推進」を、後期計画は「事業２１ プロモーションの推進」に統合しました。 

事業を効果的に進める上で、市バスの情報を正確に伝えて市民の方々の理解をいただくことは
重要な取組であり、市バスのイメージアップや利用者の増加にもつながります。そのため、広報
活動を計画的に推進するとともに、様々な情報伝達手段を活用して、より多くの市民やお客様に
対して情報の周知を図るなど、効果的な広報となるように取り組みます。 

交通局プロモーション推進会議による年間広報計画の作成・実施等により、計画的な広報活動
を推進します。また、マスメディアを通じた効果的な広報を行うなど、パブリシティ活動の推進
を図ります。 

スマートフォンの普及により、いつでもどこでも最新の情報が入手できるため、情報には速達
性が求められています。お客様への情報提供は重要な取組であることから、ＨＰでの情報発信の
ほか、Ｔｗｉｔｔｅｒなど、ＳＮＳを活用して運行情報や遅延情報等など迅速な情報の発信を行
います。 

一方、ダイヤ改正時における時刻表の配布など従来の紙媒体による情報発信も必要であること
から、引き続き、幅広い年齢層に応じた効果的な広報活動の推進を図ります。 

市バスイメージアップ事業については、新型コロナウイルスの感染防止等の観点から、イベン
ト等の開催が難しいことから、引き続き、ＨＰやＳＮＳでのキャラクター活用等で市バスのイメ
ージアップを図ります。 

「ギャラリーバス」については、写真や絵画などの作品をバス車内に展示することが可能な
「車内額面貸切広告」を活用し、希望する小学校などが作品を展示できる取組に見直します。 

施策１１ プロモーションの推進

事業２１ プロモーションの推進
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第５章 計画の着実な推進に向けて

本市では、将来にわたり、よりよい市民サービスを安定的に提供することを目的に、「職員
一人ひとりがワーク・ライフ・バランスを実現でき、多様な人材が活躍できる職場づくり」を
目指して、働き方・仕事の進め方改革に取り組んでおり、日々、一定の人員を必要とする労働
集約型の市バス事業においても、引き続き時間外勤務の縮減が喫緊の課題となっています。

こうした中、交通局においても、業務改善に向けた職員の意識醸成とともに、管理職に求め
られるマネジメント力の強化に取り組み、業務の効率化や見直しを図ります。

また、本局においては、毎週水曜日や毎月１７日の完全定時退庁の徹底、午後８時以降の時
間外勤務の原則禁止などに引き続き取り組むとともに、テレワークや時差勤務、本局・営業所
間のオンライン会議など、勤務時間を効率的に利用できる取組を推進します。営業所において
は、運転手や事務職員の勤務体制や営業所内の業務分担の見直しなど、営業所の改革に積極的
に取り組み、長時間勤務の是正や時間外勤務の縮減を図り、働く環境の整備により、働き方・
仕事の進め方改革を推進します。

お客様の声は、市バスの財産です。お客様の声等の変化を的確に把握・分析し、様々な機会
を通して周知・共有を行うとともに、事業の経済性を勘案しつつ、事業運営に反映させます。

市バスお客様アンケート調査を継続して実施し、地域ごとのお客様の評価や御意見を集め、
その結果を分析・検証し、きめ細やかなサービスの提供など、サービスの向上を図ります。

１ 各戦略に係る横断的な取組
働き方・仕事の進め方改革の推進

お客様の声を反映した事業運営
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第５章 計画の着実な推進に向けて

予算・決算や路線別収支、経営比較分析表など、市バスの経営状況について、市民やお客様
に分かりやすく公開し、公営企業として、経営の透明性を確保します。

道路運送法及び旅客自動車運送事業運輸規則に基づき、運輸安全マネジメントに基づく実施
状況、取組計画など、輸送の安全に関する情報について今後も公表していきます。

令和元（２０１９）年１０月を実施予定としていた、乗車料金の現行２１０円から２２０円
への改定については、これまで国と調整を行ってきましたが、改定するに至っていない状況で
す。この料金改定は、バス車両の更新や営業所の再整備、定年退職者数の増加等への対応など
多くの資金需要が見込まれる中、将来にわたり市バス輸送サービスを維持するため実施すると
したものですが、その資金需要については依然として見込まれており、その増加はすぐそこに
迫ってきています。そのため、収益の安定的な確保と適切な資金管理のため、２２０円への料
金改定の実現に向けて取組を進めます。なお、新型コロナウイルス感染症の影響による減収分
に対応するための料金改定については、今後の利用動向や周辺事業者の動向を注視していきま
す。

市バスにおいては、新型コロナウイルス感染防止のため、これまで車内における運転手のマ
スク着用、車内換気、車内消毒、お客様へのマスク着用のお願いに加え、バス車両に抗ウイル
ス・抗菌施工などを実施してきました。また、各営業所及び乗車券発売所の窓口にアクリル板
又はビニールカーテンを設置するなど、感染防止対策を行ってきました。

新たな変異株が発見されるなど、新型コロナウイルス感染症の収束の見えない中、継続的に
感染防止対策をしていく必要があります。今後も、感染動向等を注視しながら、感染防止対策
を講じていきます。

経営情報の公開

適正な料金体系の構築

新型コロナウイルス感染防止への対応
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第５章 計画の着実な推進に向けて

新型コロナウイルス感染症の影響によって市バスの乗車料収入は大幅に減少し、今後もテレ
ワークの定着等により感染拡大前の水準まで回復を見込むことは難しい状況です。

また、従前から想定していたバス車両更新数の増加や定年退職者数の増加等への対応に加え
て、新たに特別減収対策企業債の償還が始まるなど、今後も厳しい経営状況が続くことによ
り、計画期間中は継続的に資金不足が発生する見込みです。

後期計画の取組を進めることにより、純損益については、計画４年間で純利益（黒字）を確
保します。また、資金不足額については、安定的に純利益（黒字）を確保することにより、順
次解消を図っていきます。

計画期間中の純利益の確保
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第５章 計画の着実な推進に向けて

目標達成に向けた取組を効果的に進めていくに当たり、前期３年間に引き続き、目標に対する達
成度等を確認するための指標として、前期３年間の取組や環境変化等を踏まえつつ、後期４年間の
達成指標を設定します。

後期計画の達成指標については、総合計画の分野別計画として、総合計画第３期実施計画におけ
る成果指標との整合を図り、より細分化した指標を設定します。

２ 目標の達成指標

本計画と市総合計画の成果指標との関係
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第５章 計画の着実な推進に向けて

■目標の達成指標
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第５章 計画の着実な推進に向けて

■目標値の設定の考え方

安全な輸送サービスの確保
前期計画と同様に直近５年間の事故件数の平均値を算出すると、１０万キロ当たり０．３４

件となり、前期計画の形態別事故件数の目標値の合計である１０万キロ当たり０．２８件を下
回ることから、引き続き、後期計画の形態別事故件数の目標値の合計は１０万キロ当たり 
０．２８件を目指します。 
上記のとおり、目標値の合計（０．２８件）を継続することから、各形態別事故件数の目標

値も前期計画と同数値としますが、「静止物接触事故件数」及び「自転車接触事故件数」につ
いては、直近５年間の事故件数の平均値や行動様式の変容による走行環境の変化等を踏まえ、
実効性のある目標値に見直します。 

快適 利用         提供
「運 系統総 キロ」は、乗車人員の減少等の環境変化があり、ダイヤ改正など運行計画の

見直しを行っていますが、引き続き、市バス輸送サービスの持続的な提供に向けて取組を進め
ることから、前期計画と同じ目標値とします。 

前期計画では、サービスに関する指標として「お客様からの苦情・要望件数」、「お客様か
らの賞詞件数」及び「「コミュニケーション」に係るお客様満足度」を設定していましたが、
コミュニケーションが苦情、要望、賞詞などお客様の声につながることや、「市バスお客様ア
ンケート調査」において満足度が低下傾向にあることから、「「コミュニケーション」に係る
満足度」に指標を統合します。また、目標値については、前期計画では総合計画第２期実施計
画の目標値と同じ数値に設定していることから、後期計画も同様に総合計画第３期実施計画の
目標値と同じ数値に設定します。

社会的要請に対応した事業の推進
定量的指標がなじまないため、引き続き、定性的指標を設定します。

経営基盤の強化
乗 料収 の減少等による経営状況の急激な変化に対応するため、早期に純利益（ 字）を

確保し、経営健全化基準である資金不足比率２０％未満を維持していく必要があることから、
前期計画の指標（「事業基盤の充実・強化への投資額（建設改良費）」及び「資金不足額」）
を見直し、「純損益」及び「資金不足比率」を後期計画の指標として設定します。 

※ 令和２(２０２１)年度（基準値）は特別減収対策企業債の発行により資金不足は生じていません

が、令和４(２０２２)年度以降は 同企業債の発行を想定していないため、継続的に資金不足が発生
する見込みです。 
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第５章 計画の着実な推進に向けて

総合計画においては、成果指標を設定し、計画の達成状況等を適切に進行管理することで課題や
改善点を明確化し、ＰＤＣＡサイクルが効果的に機能するよう、内部、外部の視点により検証しな
がら評価を行っています。

このため、総合計画の分野別計画である後期計画においても、内部、外部の視点から進捗状況を
検証するものとします。また、目標に対する達成度等を確認するための指標として達成指標を設定
し、指標に基づいた評価等を実施します。

内部の視点による進捗状況の検証については、交通局における進捗管理体制を整え、取組の実施
結果や課題等を明確化することにより、ＰＤＣＡサイクルを効果的に回していきます。

また、外部の視点による進捗状況の検証については、市バス事業の経営上の課題等を検討するた
めに設置している『川崎市バス事業アドバイザリー・ボード』を活用し、外部委員による専門的見
地や利用者等の視点により進捗状況の確認を行いながら効果的に事業を推進していきます。

３ 計画の進捗管理
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第６章 計画期間中の財政収支見通し

前期３年間の取組結果や乗車人員の減少等の環境変化を反映した収支見通しに、第４章及び第５
章に掲げられている後期４年間の取組等を反映して算定しています。

■主な前提条件

 財政収支見通し

乗車人員
令和４（２０２２）年度は、これまでの実績値の推移や再び感染者数が増加している直近の
状況等を踏まえ、感染拡大前の約７８％*の乗車人員とし、その後はワクチン接種等による
感染収束を見込んで、令和８（２０２６）年度までの５か年で段階的に年間平均約８５％
（感染拡大後の月当たり最高値）まで回復することを想定しています。 
＊令和３（２０２１）年４  １１ の実績値の令和元（２０１９）年度比（料金箱の記録に基づく集計値） 

［参考］乗車人員の推計値は、令和４（２０２２）年度は約４，０７７万人（約１１．２万人／日）、      
計画最終年度の令和７（２０２５）年度は約４，３０１万人（約１１．８万人／日）を見込んでいます。 
なお、総合計画第３期実施計画の主な成果指標の「市バスの乗車人数（１日平均）」は、１１．５万人  
以上に設定しています。 

収益
乗車料収入は上記の乗車人員の回復に加えて、令和４（２０２２）年度中の乗車料金の改定
（２１０円→２２０円）を見込んで算定しています。 
一般会計繰入金（基準外繰入金）は行政路線補助金及び公共施設接続路線負担金の令和４
（２０２２）年度予算額と同額としています。

費用
人件費は利用動向を踏まえた運行計画の見直しなど、事業規模の適正化に向けた取組等を反
映して算定しています。 
燃料費は令和４（２０２２）年度予算の軽油単価（１Ｌ当たり１１４円（消費税抜き、軽油
引取税込み））を用いて算定しています。 
減価償却費はバス車両の更新等の投資に係る償却額を反映して算定しています。

資本的収入
建設改良費に応じて補助金や企業債等の財源を算定しています。 

資本的支出
建設改良費はバス車両の更新等に必要な投資額を算定しています。 
企業債償還金は建設改良費に充てた企業債及び特別減収対策企業債に係る元金償還金を算定
しています。
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第６章 計画期間中の財政収支見通し

■財政収支見通し

※収益的収支は消費税及び地方消費税抜き、資本的収支は消費税及び地方消費税込み
※端数処理により、収支が一致しない場合があります。

（単位 億円）
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資料編

川崎市バス事業経営戦略プログラム後期計画の策定に当たっては、外部有識者や利用者代表等
で構成される「川崎市バス事業アドバイザリー・ボード」から意見をいただきながら検討を進め
てきました。

 また、市バス輸送サービスを最前線で担う営業所職員への経営状況の説明やそれについての意
見募集を通じ、局一丸となってこの状況を乗り切るため、今後の課題や対応策の抽出を行いなが
ら、今後の取組などについて検討を行いました。

■検討経過

■委員名簿

１ 計画策定の経過

川崎市バス事業アドバイザリー・ボード

（敬称略）

※区分ごと・五十音順

開催日 主な内容 

第１回 令和３年 ３月２５日 

・川崎市バス事業 経営戦略プログラムの 
取組状況について 
・川崎市バス事業 経営戦略プログラム 
後期計画の策定について

第２回 令和３年 ８月２６日 

・川崎市バス事業 経営戦略プログラム 
 前期仮総括について 
・川崎市バス事業 経営戦略プログラム 
後期計画の骨子について

第３回 令和３年１２月２７日 
・川崎市バス事業 経営戦略プログラム 
 後期計画（素案）について 

区分 氏名 所属等 

学識経験者 

岡村 敏之 東洋大学 教授
鈴木 文彦 交通ジャーナリスト
田邉 勝 慶應義塾大学 教授
寺田 一薫 東京海洋大学大学院 教授
野上 信泰 公認会計士

利用者代表 
恵美子 川崎市地域女性連絡協議会

新井 トキ子 川崎市交通安全 の会連合会 
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 ■設置要綱

川崎市バス事業アドバイザリー・ボード開催運営等要綱

制定 令和２年１月６日（３１川交経企第８８号局長決裁）

（趣旨）

第１条 この要綱は、川崎市バス事業に関して専門的見地からのアドバイスや利用者からの意見を聴くことを目的とする川崎

市バス事業アドバイザリー・ボード（以下｢アドバイザリー・ボード」という。）の運営に関し、必要な基本事項を定める。

（目的）

第２条 交通局長は、次に掲げる事項について、アドバイザリー・ボードの委員の意見を求める。

（１）川崎市バス事業に関すること

（２）経営改善に関すること

（３）その他、必要な事項

（委員）

第３条 交通局長は、アドバイザリー・ボードの委員として、次に掲げる者に就任を依頼する。

（１）学識経験者

（２）利用者

（３）その他、必要な者

（開催期間）

第４条 アドバイザリー・ボードの開催期間は、令和２年１月６日から令和４年３月３１日までの期間とし、必要に応じて開

催することとする。

（会議）

第５条 アドバイザリー・ボードの会議は、交通局長が招集する。

２ 会議には、委員及び交通局長以下関係職員が出席する。

３ 交通局長は、必要に応じ、関係者又は専門知識を有する者の出席を求めることができる。

（庶務）

第６条 アドバイザリー・ボードの庶務は、交通局企画管理部経営企画課において処理する。

（その他）

第７条 この要綱に定めるもののほか、アドバイザリー・ボードの運営等に関し必要な事項は、交通局長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和２年１月６日から施行する。

（川崎市バス事業アドバイザリー・ボード設置要綱の廃止）

２ 川崎市バス事業アドバイザリー・ボード設置要綱（平成２１年７月１日付２１川交経企第２５号）は、廃止する。
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■検討経過

営業所職員との意見交換

開催日 概要等 
令和３年１０月１５日 ・鷲ヶ峰営業所全職員を対象とした説明会（午後４回） 
令和３年１０月１８日 ・菅生車庫全職員を対象とした説明会  （午後３回） 
令和３年１０月１９日 ・塩浜営業所全職員を対象とした説明会 （午後４回） 
令和３年１０月２１日 ・鷲ヶ峰営業所全職員を対象とした説明会（午後３回） 
令和３年１０月２２日 ・菅生車庫全職員を対象とした説明会  （午後３回） 
令和３年１０月２５日 ・鷲ヶ峰営業所全職員を対象とした説明会（午後４回） 
令和３年１０月２６日 ・塩浜営業所全職員を対象とした説明会 （午後４回） 
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２ 用語解説

用語 解説 

あ行

ICT
「Information and Communication Technology（情報通信技
術）」の略で、通信技術を活用したコミュニケーションを指
す。情報処理だけではなく、インターネットのような通信技
術を利用した産業やサービスなどの総称のこと。

安全統括管理者
道路運送法により選任が義務付けられている、輸送の安全の
確保に関する管理業務の統括管理者のこと。経営トップの指
示のもと、安全管理体制のＰＤＣＡサイクルを回すための責
務と権限を有する。

一般適性診断
ドライバーの性格、運転態度、認知・処理機能、視覚機能な
どについて、心理及び生理の両面から個人の特性を把握し、
安全運転に役立たせるために実施している適性診断のこと。

インバウンド 外国人が日本に訪問する旅行のこと。 

Web 会議
遠隔拠点とインターネットを通じて映像・音声のやり取り
や、資料の共有などを行うことができるコミュニケーション
ツールのこと。

運行管理者
ドライバーの疲労、健康状態を把握し、安全な運行を実現す
るための指導を行う、バス事業者などの運送事業者に配置が
義務付けられている国家資格のこと。

運輸安全マネジメント

平成 17（2005）年度に起きたヒューマンエラーによる事故の
多発を受けて創設された制度で、企業などの品質管理基準を
参考として、1)運輸事業者が、経営トップから現場まで一丸
となって、いわゆる「PDCA サイクル」の考え方を取り入れ
た形で安全管理体制を構築し、その継続的取組を行うこと、
2) 事業者が構築した安全管理体制を国が評価する「運輸安全
マネジメント評価」を実施することにより、運輸事業者にお
ける輸送安全性の確保と継続的な向上を図るもの。

エコドライブ

自動車の運転手が運転方法などを改善し、環境にやさしく無
駄のない運転をすること。アイドリングストップやふんわり
アクセルなどにより、燃費が良くなり、大気汚染物質・二酸
化炭素等の排出ガスも削減される。また、スムーズな加速・
減速により、車内事故防止にも効果が期待できる。

SNS

Social Networking Service（ソーシャル・ネットワーキン
グ・サービス）の略で、インターネットを介して人間関係を
構築できるパソコン・スマートフォン用のサービスの総称の
こと。市バスでは、Facebook と Twitter のアカウントを開設
し、広報手段として活用している。

大型自動車第二種免許
乗客を運ぶ目的で、路線バスなどの大型自動車を運転する時
に必要となる免許のこと。第二種免許の受験資格には、21歳
以上で普通免許保有３年以上という経験年数要件等が定めら
れている。
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用語 解説 

か行

会計年度任用職員
１会計年度を超えない範囲内の期間で任用される一般職の非
常勤職員のこと。地方公務員法等の改正により、令和 2
（2020）年 4月から任用が開始されている。

貸切バス
１個の契約により、乗車定員 11 人以上の自動車を貸し切って
旅客を運送する事業のこと。観光、イベント、学校行事、企
業送迎、冠婚葬祭などに利用される。

貸切バス事業者安全性評価認定制度

貸切バス事業者の安全性の確保に向けた取組状況を評価・認
定・公表する制度のこと。貸切バスの利用者や旅行会社がよ
り安全性の高い貸切バス事業者を選択しやすくするととも
に、貸切バス事業者が安全性の確保に向けた意識の向上や取
り組みの促進を図り、より安全な貸切バスサービスの提供に
寄与することを目的に、日本バス協会が実施している。

かわさきカーボンゼロチャレンジ 
２０５０ 

環境先進都市として、脱炭素社会の実現に向けた戦略を示
し、気候変動への対応を先導する具体的な取組を実践するた
めの脱炭素戦略のこと。令和２（2020）年 11月に策定され
た。

川崎市業務継続計画

被災自治体においては、人命救助や避難者対策、ライフライ
ンの維持といった役割が求められると同時に、必要最低限の
 政機能を維持し、市 の 活を守る必要があるため、これ
らの業務を「非常時優先業務」として選定し、限られた人員
や資機材等を投入することで、早期の応急復旧と行政機能の
継続とを両立することを目的とした計画のこと。平成 23
（2011）年に策定したが、近年の地震や台風等の自然災害の
発生を受け、令和２（2020）年６月に改訂している。

川崎市総合計画
本市がめざす都市像や基本目標等を定めた「基本構想」、政
策の方向性を定めた「基本計画」、各期間における「実施計
画」からなる計画のこと。令和４（2022）年度からは第３期
実施計画が策定される。

川崎市総合都市交通計画

「誰もが利用しやすいこと」、「安全・安心かつ円滑である
こと」、「持続可能であること」を本市交通政策の理念に掲
げ、将来目指すべき都市交通の姿をもとに、その実現に向
け、都市の 格を形成する鉄道や道路ネットワークから市 
にとって最も身近な地域交通までの重点施策等を総合的、体
系的にとりまとめたマスタープランのこと。平成 25（2013）
年 3月に策定した。

川崎市地域公共交通計画
地域公共交通に関する将来目指すべきネットワークの考え方
や今後の取組の方向性等を示した計画のこと。令和３
（2021）年３月に策定された。

管理委託

道路運送法に規定する事業の管理の受委託のこと。道路運送
法に基づき、営業所の運転業務、運行管理業務及び整備管理
業務を含む業務を一体的に他のバス事業者へ委託するもの。
受託事業者は、委託者のバス車両、営業所施設、バス停留所
施設等を使用し、委託者の運賃制度を用いて運行業務を行
う。

ギャラリーバス 市バスのイメージアップや地域貢献を目的に、車内に市立小
学校の児童の絵画作品を展示して運行するバスのこと。

九都県市指定低公害車
九都県市（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、川
崎市、千葉市、さいたま市、相模原市）の大気保全専門部会
において指定する、排出ガス性能に燃費性能も加えた新たな
低公害車指定基準等を満たす自動車のこと。
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緊急事態宣言 

感染症の拡大防止のため、内閣総理大臣が発出する宣言のこ
と。この宣 に基づき、当該 治体の は、外出 粛、飲 
店における時短営業、イベントの自粛などの対策を住 に対
して要請できる。神奈川県においては、令和２（2020）年４
月７日から５月 25日、令和３（2021）年１月８日から３月
７日、８月２日から９月 30 日までの計３回発出されている。

Great Tokyo Pass 関東の私鉄及びバス事業者の路線が３日間の乗り放題とな
る、訪日外国人向けチケットのこと。

計画運休
公共交通機関が、台風等の悪天候で運行への影響が予測され
る場合に、事前に予告した上で運行を取りやめること。令和
元（2019）年に発生した「令和元年東日本台風（台風 19
号）」の際に、多くの公共交通事業者が実施した。

経路誤り等運行ミス 本来、運行すべき経路を逸脱するなどの運行上のミスのこ
と。

公営バス
地方公共団体が経営するバスのこと。地方公営企業法に定義
された地方公営企業（交通局）によって運行されているもの
を指す。乗合バスのほか、貸切バスも含まれる。

交通安全教室 市バス車両を活用して交通ルールや大型車両の特性を学び、
交通安全意識の向上を図る体験学習の場のこと。

交通局危機管理対応マニュアル
大規模な地震や風水害などの危機事象が発生した場合又は発
生する恐れがある場合に、乗客や交通局職員等の生命、身体
及び財産への被害を防止・軽減することを目的に、交通局が
取り組む基本的な対処方針を示したもの。

交通結節点機能
鉄道とバス等の交通手段相互の乗換えや歩行が効率的かつス
ムーズに行えるなど、交通機関を乗り継ぐ場所に求められる
機能のこと。

交通事業管理者 地方公営企業を経営する地方公共団体に設置される、鉄道・
バス等の交通事業を管理する者のこと。

交通バリアフリー教室

「心のバリアフリー」社会の実現を目指して、国土交通省の
各地方運輸局の主催により、全国各都市において提供されて
いる擬似体験、介助体験、バリアフリー化された施設での体
験等の場のこと。市内で開催される場合、市交通局などが協
力している。

国土交通省重量車燃費基準達成車
エネルギーの使用の合理化等に関する法律に基づき車両総重
量 3.5t 超の貨物自動車（トラック等及びトラクタ）及び乗用
自動車（路線バス及び一般バス。ただし、乗車定員 10人以上
に限る。）に設定された燃費基準を満たす自動車のこと。

心のバリアフリー 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」
では、バリアフリー化の促進に関する国 の理解を深め、バ
リアフリー化の実施に関する国 の協 を求める、いわゆる
「心のバリアフリー」を深めていくことを国の責務として定
めるとともに、高齢者や障害者等が円滑に移動し施設を利用
できるようにすることへの協力だけではなく、高齢者や障害
者等の自立した日常生活や社会生活を確保することの重要性
について理解を深めることが、国 の責務と定められてい
る。

コミュニティ交通 
在来の路線バスの運行がない、あるいは道路幅員などの理由
で運 できない地域等を対象に、地域の住 などが中 とな
って導入する基本的に誰もが利用できる交通手段のこと。
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さ行
サテライトオフィス 企業や団体の本社・本拠から離れた場所に設置されたオフィ

スのこと。

「産業道路クリーンライン化」事業 

産業道路沿道の大気環境の改善に向けた企業等との連携によ
り実施する取組のことで、産業道路における低公害車の優先
使用やエコドライブの徹底、産業道路を迂回できるルートの
選択、公共交通の積極的な利用などの自動車環境対策のこ
と。

CNG（圧縮天然ガス）バス 圧縮天然ガス（Compressed Natural Gas）を軽油の代替
燃料とする低公害バスのこと。

時差勤務 
１日の勤務時間（7時間 45 分）は変更せず、始業時間及び終
業時間を繰り上げ又は繰り下げることで、通常の勤務時間帯
と異なる時間帯で勤務する制度のこと。

市電の旧線路用地

交通局が昭和 19（1944）年から昭和 44（1969）年まで営業
していた市電の軌道跡地のこと。塩浜３丁目から池上新町３
丁 にかけて所在しており、全 約１km、面積 11,550 ㎡の
細 い形状となっている。現在は資産の有効活 を 的に、
駐車場や資材置き場等として貸付けている。

市バスお客様アンケート調査
今後のさらなるサービス向上に向け、サービスポリシーの効
果測定を行い、実践する上での参考とするため、市バスサー
ビス全般についての総合満足度及びサービスポリシーの４つ
の柱に沿ったお客様満足度を調査するもの。

市バスサービスポリシー

市 やお客様の声に応え、満 をいただくために取り組むサ
ービスについての市 やお客様への約束として、これまでに
実施してきたサービス業務を基に平成 24 年 9月に定めたも
の。安全、安心・信頼、快適、コミュニケーションの４つの
柱からなる。

市バスナビ パソコンやスマートフォンなどから、市バスの運行情報や時
刻表、経路等を検索、閲覧できる情報提供サービスのこと。

車検
道路運送車両法に基づき、車両が保安基準に適合しているか
の検査を行うこと。基準に適合していると認められると、自
動 検査証の有効期間が延 される。

障害者手帳アプリ「ミライロ ID」 
株式会社ミライロが提供する、障害者手帳を所有している方
を対象とした障害者手帳アプリ。市バスでは、「マイナポー
タル」との連携が完了しているものは有効な障害者手帳とし
て取り扱っている。

乗客流動実態調査

人などが移動する起点と終点を一体的に把握する交通量調査
のこと。バス事業においては、乗客の乗降に加え、その属
性、交通の目的、利用区分（券種等）などを調査すること
で、現状分析や運行計画策定のための基礎資料とされてい
る。

乗務待機時間 乗務時間（運転時間）から次の乗務時間までのうち、休憩時
間、点検時間等を除く営業所で待機している時間のこと。

初任診断

国土交通省令により、事業用自動車の運転者として新たに雇
い入れた者に対して実施することが義務付けられている適正
診断のこと。診断の結果を基にプロドライバーとしての自
覚、事故の未然防止のための運転行動、安全運転のための留
意点等について、助言・指導を行う。
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新型コロナウイルス感染症 
国際正式名称「ＣＯＶＩＤ 19」といい、ＳＡＲＳコロナウ
イルス２（ＳＡＲＳ-ＣｏＶ-２）がヒトに感染することによ
って発症する気道感染症のこと。令和元（2019）年 12月に
初めて存在が確認された後、世界中に伝播した。

心臓疾患・大血管対策検査 

心臓疾患は、心不全や心臓弁膜症などの心臓に関する疾患の
総称のこと。また、大血管疾患は、大動脈に瘤や解離が起こ
ることによる病態のこと。令和元（2019）年７月に「自動車
運送事業者における心臓疾患大血管疾患対策ガイドライン」
が作成され、市バスでは、このガイドラインに基づき、令和
２（2020）年度から実施している。

睡眠時無呼吸症候群（SAS）スクリ
ーニング検査 

睡眠時無呼吸症候群（Sleep Apnea Syndrome）は、睡眠中に
上気道が塞がれ無呼吸を繰り返すことにより、日中の眠気な
どの症状を伴う病気のこと。運転中に眠気などが生じると事
故を引き起こす原因となることから、市バスでは、平成 20年
度から運転手全員を対象に、早期発見・早期治療につなげる
ためのスクリーニング検査を実施している。

た行
脱炭素社会 地球温暖化の原因と考えられる二酸化炭素（CO２）の排出量

を実質ゼロにする社会のこと。

定期点検（３、６、９か月） 
道路運送車両法に基づき、一定期間ごとに国土交通省令で定
める技術上の基準による点検のこと。路線バスは３か月ごと
に行う。

低床バス 
床面を低くし、出入口の段差を小さくして、高齢者・障害者
等でも乗り降りしやすくしたバスのこと。出入口と客室の段
差が１段のものをワンステップバス、段差をなくしたものを
ノンステップバスという。

デジタルタコグラフ 

タコグラフとは、自動車に搭載される運行記録用計器の一種
であり、運行時間中の走行速度などの変化をグラフ化するこ
とでその車両の稼働状況を把握できるようにした計器のこ
と。この数値を電気的に記録できるようにしたものがデジタ
ルタコグラフであり、速度などの従来のデータに加え、急な
加減速やドアの開閉などの様々なデータが記録されるように
なり、ドライブレコーダーの映像記録と併せ、運転手の指導
への活用等に期待されている。

テレワーク 
情報通信技術（ICT）を活用し、時間や場所の制約を受けずに
柔軟に働く形態のこと。新型コロナウイルスの拡大防止策の
一つとして、国から推奨されている。

点呼執行 
運行管理者が、運転手に対し個別、対面にて、当日の体調
（疾病、疲労、睡眠不足等）の確認や必要な情報提供を行う
とともに、運転手から必要な報告を受けること。乗務前と乗
務後に実施する。

添乗観察 
バスに覆面調査員が添乗し、安全面やサービス面に関する基
本的な事項などについて、運転手が適切に行っているかどう
かを調査すること。その評価や助言を改善指導等に活用して
いる。

ドライバー異常時対応システム 
（EDSS） 

Emergency Driving Stop System の略語で、運転手が急病な
どで運転の継続が困難となった場合において、自動的に車両
を停止させるシステムのこと。国において、平成 28（2016）
年３月にドライバー異常時対応システムのガイドラインが作
成され、市バスでは、令和元（2019）年度から導入してい
る。
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ドライブレコーダー 
交通事故処理等の迅速化や、事故防止に向けた安全運転意識
の向上のため、車内外の映像画像や音声を自動的に記録する
車載装置のこと。

な行  
内部監査 事業者が構築した安全管理体制を自己評価するために行う監

査のこと。

脳検診 

運転中に脳血管疾患を発症すると事故を引き起こす原因とな
ることから、脳血管疾患の早期発見・発症予防につなげるた
めに実施する頭部MRI（磁気共鳴断層画像）・MRA（磁気共
鳴血管画像）を基本とした検査のこと。脳梗塞、脳出血、脳
動脈瘤の有無等を確認することができる。

乗合バス 
路線を定めて定期に運行する自動車により乗合旅客を運送す
る事業のこと。一般の路線バス、定期観光バス、高速バスが
含まれる。

は行 

ハイブリッドバス 
複数の動力源を有するバスのこと。一般に、エンジンと電気
モーターの２つの動力源を持つ電気式ハイブリッドバスを指
す。

バスバース 主に駅前広場やバスターミナルにおける、バス停留所スペー
スのこと。

働き方・仕事の進め方改革 

本市において、 時間勤務の是正、業務改善・改 などの
「職員の働く環境の整備と意識改革」と、女性活躍推進・次
世代育成支援、障害者雇用の拡大などの「多様な働き方の推
進」を取組の方向として定めたもの。推進計画が平成 29
（2017）年から毎年度策定されている。

パブリシティ活動 
新聞やテレビなどのマスメディアをはじめとする様々なメデ
ィアに、市バスの情報を提供し、報道として取り上げてもら
うために働きかける広報活動のこと。

非常時連絡用無線機 災害時等における安定した通信環境の確保及び連絡体制の強
化を目的とした通信機器のこと。

PDCAサイクル 
業務管理手法の１つで、Plan（計画）、Do（実行）、Check
（評価）、Act（改善）の１つの過程を繰り返し循環させるこ
とで、継続的に業務の改善を図っていく仕組みのこと。

東日本大震災 平成 23（2011）年３月 11 日に発生した、東北地方太平洋沖
地震による災害のこと。

ヒヤリ・ハット 
事故に至る可能性があったものの、事故に至る前に回避され
た事案のこと。「ヒヤリとした」、「ハッとした」が語源。
１件の事故の背後には、数多くの「ヒヤリ・ハット」が潜ん
でいるとされる。

変形労働時間制 
労働時間を１か月単位や１年単位で調整することで、法定労
働時間（１日８時間、１週 40時間）を超えて労働させること
ができる制度のこと。
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ま行 

マネジメントレビュー 
（輸送安全委員会） 

経営トップ自らが行う安全管理体制全般の見直しのこと。安
全管理体制の構築・改善の状況についての振り返りと総括、
安全管理体制が適切かつ有効に機能しているかの評価、必要
に応じた見直し・改善を行う。

モバイル PASMO 
株式会社 PASMOが提供する、PASMOの機能を搭載したス
マートフォン用アプリケーション及びそれを用いたサービス
のこと。

や行 

有責事故 
交通事故の発生に際し一定の過失責任を有する事故のこと。
市バスでは、責任割合１％以上の事故を有責事故としてい
る。

ら行 

臨海部 

川崎区の産業道路より海側の地域のこと。 年にわたり国際
経済を牽引してきた日本を代表する工業地帯。高度なものづ
くり技術とともに公害を克服してきた過程における世界有数
の環境技術を持つ世界的企業が多数立地している。ライフサ
イエンス・環境分野など、高度先端技術を有する研究開発機
能の立地を促し、京浜臨海部の持続的な発展と日本の経済成
 を牽引する国際競争拠点を 指している。

臨海部の交通機能強化に向けた 
実施方針 

臨海部の通勤環境を改善し、臨海部ビジョンに掲げる臨海部
の発展を える交通機能強化に向けて、中 期的な交通機能
の強化に向けた方向性と今後の取組を示すもの。令和３
（2021）年３月に策定した。

臨海部ビジョン 

川崎臨海部が発展し続け、本市の「力強い産業都市づくり」
の中 として市 サービスや雇 を えるだけでなく、産業
拠点として世界の模範となるような地域を目指して、企業を
はじめとするさまざまな関係者とともに 30年後を見据えたビ
ジョンのこと。平成 30（2018）年 3月に策定した。

令和元年東日本台風 
令和元（2019）年台風第 19 号。静岡県、関東甲信越地方、
東北地方などで記録的な大雨をもたらし、激甚災害として認
定された。

労働集約型 
人間の労働力による業務の割合の大きい産業のこと。日本で
はサービス業などの第３次産業が労働集約型産業とされ、１
台のバスにつき一人の運転手が必要なバス事業は典型的な労
働集約型産業と言える。

わ行

ワーク・ライフ・バランス 
一人一人が自分の時間を、仕事とそれ以外でどのように分け
ているかを指すもの。日本では一般的に、仕事と生活の調和
と表現される。
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